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○御殿場市公文書公開条例 

平成７年１２月８日 

条例第３７号 

改正 平成１２年１２月１４日条例第４６号 

平成１５年１２月２５日条例第３５号 

平成１７年７月１１日条例第１４号 

平成２４年６月２０日条例第２１号 

平成２７年１２月２８日条例第４０号 

（目的） 

第１条 この条例は、市民の公文書の公開を求める権利を明らかにするとともに、公文書

の公開に関し必要な事項を定めることにより、市政の公正な執行と市民の信頼の確保を

図り、もって市民参加による開かれた市政を推進することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、固定資

産評価審査委員会、公平委員会及び市議会をいう。 

(2) 公文書 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した文書、図画、写真（これ

らを撮影したマイクロフィルムを含む。）及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式

その他の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。以下同

じ。）であって、決裁若しくは供覧の手続又はこれらに準ずる手続（以下「事案処理

手続」という。）が終了し、実施機関が管理しているものをいう。 

(3) 公文書の公開 実施機関が、この条例の定めるところにより、公文書の原本若し

くは写しを閲覧若しくは視聴に供し、又は公文書の写しを交付することをいう。 

（一部改正〔平成１５年条例３５号〕） 

（運用方針） 

第３条 実施機関は、市民の公文書の公開を求める権利が十分に尊重されるように、この

条例を運用しなければならない。 

２ 実施機関は、公文書の公開に当たっては、個人に関する情報がみだりに公にされるこ

とのないように最大限の配慮をしなければならない。 

（適正使用） 

第４条 この条例の定めるところにより公文書の公開を受けたものは、これによって得た
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情報をこの条例の目的に即して適正に使用しなければならない。 

（公文書の公開を請求できるもの） 

第５条 次に掲げるものは、実施機関に対して公文書の公開（第７号に掲げるものにあっ

ては、そのものの利害関係に係る公文書の公開に限る。）を請求することができる。 

(1) 市内に住所を有する者 

(2) 市内に本籍を有する者 

(3) 市内に事務所又は事業所を有する個人及び法人その他の団体 

(4) 市内に存する事務所又は事業所に勤務する者 

(5) 市内に存する学校に在学する者 

(6) 市に納税義務のある者 

(7) 前各号以外のもので実施機関が行う事務事業に利害関係を有すると実施機関が認

めたもの 

（一部改正〔平成２４年条例２１号〕） 

（公文書の公開の請求方法） 

第６条 公文書の公開を請求しようとするものは、当該請求に係る公文書を管理している

実施機関に対して、当該実施機関が定める請求書を提出しなければならない。 

（公文書の公開の決定等） 

第７条 実施機関は、前条に規定する請求書を受理したときは、請求に係る公文書を公開

するか否かを当該請求書を受理した日から起算して１５日以内に決定しなければならな

い。 

２ 実施機関は、やむを得ない理由により、前項に規定する期間内に同項の決定をするこ

とができないときは、同項に規定する期間に３０日を限度として加えた期間を延長する

ことができる。この場合において、実施機関は、延長の理由を前条に規定する請求書を

提出したもの（以下「請求者」という。）に書面により速やかに通知しなければならな

い。 

３ 実施機関は、第１項の決定をしたときは、請求者に対して書面により速やかに通知し

なければならない。ただし、公文書を直ちに公開することができる場合は、口頭で通知

することができる。 

４ 前項の場合において、実施機関は、公文書の公開をしない旨の決定（第１１条の規定

による公文書の公開の決定を含む。）をしたときは、その理由を同項の書面に記載しな

ければならない。この場合において、当該決定の日から起算して１年以内に当該公文書

の全部又は一部を公開することができるようになることが明らかであるときは、その旨
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を付記するものとする。 

５ 実施機関は、第１項の決定をする場合において、当該公文書に市以外のものに関する

情報が記録されているときは、あらかじめこれらのものの意見を聴くことができる。 

（公文書の不存在に係る措置） 

第８条 実施機関は、第６条に規定する請求書を受理した後、請求に係る公文書の不存在

が明らかになったときは、その旨を請求者に対して書面により速やかに通知しなければ

ならない。 

（公文書の公開の方法） 

第９条 実施機関は、第７条第１項の規定により公文書の公開をする旨の決定（第１１条

の規定による公文書の公開の決定を含む。）をしたときは、請求者に対して速やかに当

該公文書の公開をしなければならない。 

２ 前項に規定する公文書の公開は、第７条第３項の規定による通知により、実施機関が

指定する日時及び場所において行う。この場合において、実施機関は、公文書の公開を

することにより当該公文書の保存に支障が生ずるおそれがあると認めるときその他当該

公文書の原本を公開しないことにつき相当の理由があるときは、当該公文書を複写した

ものの閲覧又はその写しの交付をもって公文書の公開とすることができる。 

３ 実施機関は、マイクロフィルムを公開する場合には、当該マイクロフィルムを書面に

出力したものを閲覧させ、又は交付するものとし、電磁的記録を公開する場合には、そ

の種別、情報化の進展状況等を勘案して実施機関が定める方法により行うものとする。 

（一部改正〔平成１５年条例３５号〕） 

（公開しないことができる公文書） 

第１０条 実施機関は、次の各号のいずれかに該当する情報が記録されている公文書につ

いては、当該公文書の公開をしないことができる。 

(1) 法令若しくは条例の定めるところにより公開することができないとされている情

報又は法律若しくはこれに基づく政令により、市長その他の執行機関の権限に属する

国、他の地方公共団体その他公共団体（以下「国等」という。）の事務に関し、主務

大臣等から公開してはならない旨の明確な指示がある情報 

(2) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であっ

て、特定の個人が識別され、又は識別され得るもの。ただし、次に掲げる情報を除

く。 

ア 法令又は条例（以下「法令等」という。）の規定により、何人でも閲覧すること

ができる情報 
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イ 実施機関が作成し、又は取得した情報で公表を目的としているもの 

ウ 法令等の規定に基づく許可、免許、届出等の際に実施機関が作成し、又は取得し

た情報であって、公開することが公益上必要であると認められるもの 

(3) 法人その他の団体（国及び地方公共団体を除く。以下「法人等」という。）に関

する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、公開することにより

当該法人等若しくは当該個人の競争上又は事業運営上の地位その他社会的な地位が損

なわれることが明らかであると認められるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア 事業活動によって生じ、又は生ずるおそれがある危害から人の生命、身体又は健

康を保護するために、公開することが必要であると認められる情報 

イ 違法若しくは不当な事業活動によって生じ、又は生ずるおそれがある侵害から人

の財産又は生活を保護するために、公開することが必要であると認められる情報 

ウ ア又はイに掲げる情報に準ずる情報であって、公開することが公益上必要である

と認められるもの 

(4) 公開することにより人の生命、身体、財産又は社会的地位の保護、犯罪の予防、

犯罪の捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障が生ずるおそれのある情報 

(5) 市と国等との間の協力、協議、依頼等により実施機関が作成し、又は取得した情

報であって、公開することにより市と国等との協力関係又は信頼関係が損なわれると

認められるもの 

(6) 実施機関（市長を除く。）、市の執行機関の附属機関及びこれらに類するもの

（以下「合議制機関等」という。）の会議に係る情報であって、公開することによ

り、当該合議制機関等の公正又は円滑な議事運営に著しい支障が生ずると認められる

もの 

(7) 市の機関又は国等の機関が行う事務事業に係る審議、協議、調査研究その他の意

思形成の過程における情報であって、公開することにより、当該事務事業又は将来の

同種の事務事業に係る意思形成に著しい支障が生ずると認められるもの 

(8) 市の機関又は国等の機関が行う監査、検査、指導、取締り、徴税等の計画及び実

施要領、渉外、争訟、交渉の方針、契約の予定価格、試験の問題及び採点基準、職員

の身分取扱い、用地買収計画その他の事務事業に関する情報であって、当該事務事業

の性質上、公開することにより、当該事務事業の実施目的を失わせ、又は当該事務事

業及び将来における同種の事務事業の公正若しくは円滑な実施に著しい支障が生ずる

おそれのあるもの 

（公文書の一部公開） 
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第１１条 実施機関は、公開の請求に係る公文書に前条各号のいずれかに該当する情報と

それ以外の情報が記録されている場合において、公開しないことができる情報とそれ以

外の情報とを容易に、かつ、公開の請求の趣旨が損なわれない程度に分離することがで

きるときは、公開しないことができる情報が記録されている部分を除いて、公文書の公

開をするものとする。 

第１２条及び第１３条 削除 

（〔平成２７年条例４０号〕） 

（他の制度との調整等） 

第１４条 この条例は、公文書の閲覧若しくは縦覧又は公文書の謄本、抄本その他の写し

の交付の手続が別に定められている場合における当該公文書の公開については、適用し

ない。 

２ この条例は、前項に規定するもののほか、本市の図書館その他これに類する施設にお

いて、市民の利用に供することを目的として管理している公文書の公開については、適

用しない。 

３ 第５条から第１３条までの規定は、平成６年３月３１日以前に作成し、又は取得した

公文書については適用しない。ただし、実施機関が定める公文書を除く。 

（公文書の任意的公開） 

第１５条 実施機関は、第５条に掲げるものから前条第３項に規定する公文書について公

開の申出があった場合においては、これに応ずるよう努めるものとする。 

２ 実施機関は、第５条に掲げるもの以外のものから公文書の公開の申出があった場合に

おいては、これに応ずるよう努めるものとする。 

（手数料等） 

第１６条 この条例の規定に基づく公文書の閲覧に係る手数料は、御殿場市手数料条例

（昭和５８年御殿場市条例第３９号）の規定にかかわらず、無料とする。 

２ この条例の規定に基づき公文書の写しを交付する場合の当該写しの作成及び送付に要

する費用は、請求者の負担とする。 

（全部改正〔平成１２年条例４６号〕、一部改正〔平成１５年条例３５号〕） 

（情報の提供） 

第１７条 実施機関は、市民が必要とする情報を的確に把握するとともに、情報を積極的

に提供するよう努めるものとする。 

（一部改正〔平成１５年条例３５号〕） 

（公文書の検索資料の作成） 
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第１８条 実施機関は、公文書を検索するため必要な資料を作成し、一般の利用に供する

ものとする。 

（一部改正〔平成１５年条例３５号〕） 

（実施状況の公表） 

第１９条 市長は、毎年、各実施機関における公文書の公開の実施状況を取りまとめ、こ

れを公表しなければならない。 

（一部改正〔平成１５年条例３５号〕） 

（指定管理者の情報公開） 

第２０条 指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に

規定する指定管理者をいう。）は、その職員が職務上作成し、又は取得した文書等（文

書、図画、写真（これらを撮影したマイクロフィルムを含む。）及び電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他の知覚によっては認識することができない方式で作られた記

録をいう。）をいう。）であって、組織的に用いるものとして、自己が管理している同

法第２４４条第１項に規定する公の施設（以下「公の施設」という。）に関するものの

公開に努めなければならない。 

２ 実施機関は、前項の公の施設に関する文書等であって、実施機関が保有していないも

のの公開の申込みがあった場合においては、当該指定管理者に対し、当該文書等を公開

のため実施機関に提出するよう求めるものとする。 

（追加〔平成１７年条例１４号〕） 

（委任） 

第２１条 この条例の施行に関し必要な事項は、実施機関が別に定める。 

（一部改正〔平成１５年条例３５号・１７年１４号〕） 

附 則 

この条例は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１２年１２月１４日条例第４６号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成１５年１２月２５日条例第３５号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年７月１１日条例第１４号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 
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附 則（平成２４年６月２０日条例第２１号） 

この条例は、平成２４年７月９日から施行する。 

附 則（平成２７年１２月２８日条例第４０号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、法の施行の日から施行する。 
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○御殿場市公文書公開条例施行規則 

平成７年１２月８日 

規則第３３号 

改正 平成１７年６月１日規則第１３号 

平成１９年１月２４日規則第１号 

平成２４年６月２０日規則第２４号 

平成２８年３月３１日規則第１７号 

平成２９年８月２１日規則第２８号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、御殿場市公文書公開条例（平成７年御殿場市条例第３７号。以下

「条例」という。）の施行に関し、市長が管理する公文書の公開等について必要な事項

を定める。 

（請求書の様式） 

第２条 条例第６条に規定する請求書は、御殿場市公文書公開請求書（様式第１号）とす

る。 

（通知書の様式） 

第３条 条例第７条第２項に規定する通知書は、御殿場市公文書公開決定期間延長通知書

（様式第２号）とする。 

２ 条例第７条第３項に規定する通知書は、決定の区分に応じ、次のとおりとする。 

公文書を公開する場合 御殿場市公文書公開決定通知書（様式第３号） 

公文書の一部を公開する場合 御殿場市公文書一部公開決定通知書（様式第４号） 

公文書を公開しない場合 御殿場市公文書非公開決定通知書（様式第５号） 

３ 条例第８条に規定する通知書は、御殿場市公文書不存在通知書（様式第６号）とす

る。 

（公文書の閲覧） 

第４条 公文書を閲覧するものは、当該公文書を破り、又は汚してはならない。 

２ 市長は、前項の規定に違反するものに対し、当該公文書の閲覧を中止させ、又は禁止

することができる。 

（適用公文書） 

第５条 条例第１４条第３項ただし書に規定する実施機関が定める公文書は、保存年限が

永年と定められている公文書とする。 

（実施状況の公表の方法） 
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第６条 条例第１９条の規定による公文書の公開の実施状況の公表は、市広報紙に掲載す

ること等により行うものとする。 

（一部改正〔平成１９年規則１号・２９年２８号〕） 

附 則 

この規則は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年６月１日規則第１３号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。 

附 則（平成１９年１月２４日規則第１号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２４年６月２０日規則第２４号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２４年７月９日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則施行の際、現に改正前の御殿場市公文書公開条例施行規則、御殿場市外国人

高齢者福祉手当支給規則、御殿場市営住宅条例施行規則の様式により提出されている文

書は、改正後の御殿場市公文書公開条例施行規則、御殿場市外国人高齢者福祉手当支給

規則、御殿場市営住宅条例施行規則の相当様式により提出された文書とみなす。 

３ この規則施行の際、現に第５条の規定による改正前の外国人登録法の規定による外国

人登録原票に登録されている者については、改正後において引き続き住民基本台帳に記

録されているものとみなす。 

附 則（平成２８年３月３１日規則第１７号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、従前の規定により作成した帳票及び用紙は、当分の間、使用で

きるものとする。 

附 則（平成２９年８月２１日規則第２８号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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様式第１号（第２条関係） 

（一部改正〔平成２４年規則２４号〕） 

様式第２号（第３条関係） 

様式第３号（第３条関係） 

様式第４号（第３条関係） 

（全部改正〔平成１７年規則１３号〕、一部改正〔平成１９年規則１号・２８年

１７号〕） 

様式第５号（第３条関係） 

（全部改正〔平成１７年規則１３号〕、一部改正〔平成２８年規則１７号〕） 

様式第６号（第３条関係） 
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３ 御殿場市個人情報保護条例・施行規則 
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○御殿場市個人情報保護条例 

平成１５年１２月２５日 

条例第３５号 

改正 平成１７年７月１１日条例第１４号 

平成２７年６月３０日条例第３１号 

平成２７年１２月２８日条例第４０号 

平成２９年５月２４日条例第１８号 

目次 

第１章 総則（第１条―第５条） 

第２章 実施機関における個人情報の取扱い（第６条―第１６条） 

第３章 保有個人情報の開示等（第１７条―第２８条） 

第４章 苦情処理（第２９条―第３１条） 

第５章 雑則（第３２条―第３７条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、個人情報の適正な取扱いに関し必要な事項を定めるとともに、市が

保有する個人情報の開示等を請求する市民の権利を保障することにより、市政の適正か

つ公正な推進を図りつつ、個人の権利利益を保護することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、固定資

産評価審査委員会、公平委員会及び市議会をいう。 

(2) 個人情報 個人に関する情報であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その

他の記述等により特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合すること

ができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）を

いう。 

(3) 事業者 事業を営む法人その他の団体（国及び地方公共団体を除く。）又は事業

を営む個人をいう。 

(4) 保有個人情報 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した個人情報であっ

て、当該実施機関の職員が組織的に利用するものとして、当該実施機関が保有してい

るものをいう。ただし、公文書（御殿場市公文書公開条例（平成７年御殿場市条例第



 

 

- 43 - 

 

３７号）第２条第２号に規定する公文書をいう。以下同じ。）に記録されているもの

に限る。 

(5) 特定個人情報 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律（平成２５年法律第２７号。以下「番号法」という。）第２条第８項に規定

する特定個人情報をいう。 

(6) 情報提供等記録 番号法第２３条第１項及び第２項（これらの規定を番号法第２

６条において準用する場合を含む。第２５条第２項において同じ。）に規定する記録

に記録された特定個人情報をいう。 

(7) 保有特定個人情報 実施機関の職員が職務上作成し、又は取得した特定個人情報

であって、当該実施機関の職員が組織的に利用するものとして、当該実施機関が保有

しているものをいう。ただし、公文書に記録されているものに限る。 

(8) 電子計算機組織 与えられた処理手順に従い一連の処理を自動的に行う電子的機

器の組織をいう。 

（一部改正〔平成２７年条例３１号・２９年１８号〕） 

（実施機関の責務） 

第３条 実施機関は、この条例の目的を達成するため、個人情報の保護に関し必要な措置

を講ずるとともに、あらゆる施策を通じて個人情報の保護に努めなければならない。 

２ 実施機関の職員は、職務上知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目

的に使用してはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（市民の責務） 

第４条 市民は、個人情報の保護の重要性を深く認識し、自己の個人情報の適切な管理に

努めるとともに、他人の個人情報の取扱いに当たっては、その権利利益を侵害すること

のないよう努めなければならない。 

（事業者の責務） 

第５条 事業者は、個人情報の保護の重要性を深く認識し、個人情報の取扱いに当たって

は、個人の権利利益の侵害を防止するために必要な措置を講ずるよう努めるとともに、

個人情報の保護に関する市の施策に協力しなければならない。 

第２章 実施機関における個人情報の取扱い 

（個人情報の保有の制限等） 

第６条 実施機関は、個人情報を保有するに当たっては、その権限に属する事務を遂行す

るため必要な場合に限り保有し、かつ、その利用の目的をできる限り特定しなければな

らない。 

２ 実施機関は、前項の規定により特定された利用の目的（以下「利用目的」という。）
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の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を保有してはならない。 

３ 実施機関は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の関連性を有す

ると合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。 

（取得の制限） 

第７条 実施機関は、個人情報を取得するときは、個人情報を取り扱う事務（以下「個人

情報取扱事務」という。）の目的を明確にし、当該個人情報に係る個人（以下「本人」

という。）から直接これを取得しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、個人

情報を本人以外のものから取得することができる。 

(1) 本人の同意を得たとき。 

(2) 法令又は条例（以下「法令等」という。）に定めがあるとき。 

(3) 当該個人情報が出版、報道等により公にされているとき。 

(4) 個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、緊急かつやむを得ないと認められ

るとき。 

(5) 所在不明、精神上の障害による事理を弁識する能力の欠如等の事由により、本人

から取得することができないとき。 

(6) 他の実施機関から提供を受けるとき。 

(7) 国又は他の地方公共団体から取得する場合で、事務の遂行上やむを得ないと認め

られるとき。 

(8) 事務の性質上、本人から取得したのでは当該事務の適正な遂行に支障を及ぼすお

それがあると認められるとき。 

３ 実施機関は、法令等に基づく場合を除き、次に掲げる事項に関する個人情報を取得し

てはならない。ただし、事務の適正な遂行のために当該個人情報が必要かつ欠くことが

できないときは、この限りでない。 

(1) 思想、信教及び信条に関する事項 

(2) 社会的差別の原因となる事実に関する事項 

(3) 犯罪に関する事項 

４ 法令等に基づく申請、届出その他これらに類する行為に伴い、当該申請、届出その他

これらに類する行為を行おうとする者以外の個人に関する個人情報が取得されたとき

は、当該個人情報は、第２項第１号の規定により取得されたものとみなす。 

（利用目的の明示） 

第８条 実施機関は、本人から直接書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっ

ては認識することができない方式で作られる記録（以下「電磁的記録」という。）を含
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む。）に記録された当該本人の個人情報を取得するときは、次に掲げる場合を除き、あ

らかじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなければならない。 

(1) 個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、緊急に必要があるとき。 

(2) 利用目的を本人に明示することにより、本人又は第三者の生命、身体、財産その

他の権利利益を害するおそれがあるとき。 

(3) 利用目的を本人に明示することにより、市の機関、国又は他の地方公共団体が行

う事務若しくは事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

(4) 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められるとき。 

（正確性の確保） 

第９条 実施機関は、利用目的の達成に必要な範囲内で、保有個人情報が過去又は現在の

事実と合致するよう努めなければならない。 

（安全保護の措置） 

第１０条 実施機関は、保有個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の保有個人情

報の適切な保護のために必要な措置を講じなければならない。 

（一部改正〔平成２７年条例３１号〕） 

（個人情報保護管理責任者の設置） 

第１１条 実施機関は、保有個人情報の適正な管理及び安全保護を図るため、個人情報保

護管理責任者を設置しなければならない。 

（委託に伴う措置等） 

第１２条 実施機関は、個人情報の取扱いを委託するに当たっては、個人情報の保護に関

し必要な措置を講じなければならない。 

２ 実施機関から個人情報の取扱いの委託を受けたものは、受託した業務に関して、個人

情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の個人情報の安全保護のために必要な措置を

講じなければならない。 

３ 前項の受託業務に従事している者又は従事していた者は、その業務に関して知り得た

個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。 

（一部改正〔平成２７年条例３１号〕） 

（利用及び提供の制限） 

第１３条 実施機関は、法令等に基づく場合を除き、個人情報取扱事務の目的の範囲を超

えた保有個人情報（保有特定個人情報を除く。以下この条及び第１４条において同

じ。）の利用（以下「目的外利用」という。）をし、又は実施機関以外のものへの保有

個人情報の提供（以下「外部提供」という。）をしてはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、次の各号のいずれかに該当すると認めるとき
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は、目的外利用又は外部提供（以下「目的外利用等」という。）をすることができる。

ただし、目的外利用等をすることによって、本人又は第三者の権利利益を不当に侵害す

るおそれがあると認められるときは、この限りでない。 

(1) 本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。 

(2) 当該個人情報が出版、報道等により公にされているとき。 

(3) 個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、緊急かつやむを得ないと認められ

るとき。 

(4) 実施機関が、その権限に属する事務の遂行に必要な限度で保有個人情報を内部で

利用する場合であって、当該保有個人情報を利用することについて相当の理由がある

とき。 

(5) 市の機関（当該実施機関を除く。）、国又は他の地方公共団体に保有個人情報を

提供する場合において、保有個人情報の提供を受ける者が、その権限に属する事務の

遂行に必要な限度で提供に係る個人情報を利用し、かつ、当該個人情報を利用するこ

とについて相当の理由があるとき。 

(6) 前５号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のために保有個

人情報を提供するとき、本人以外の者に提供することが明らかに本人の利益になると

きその他保有個人情報を提供することについて特別の理由があるとき。 

３ 実施機関は、前項各号の規定により目的外利用等をしたときは、必要に応じてその旨

を本人に通知するものとする。 

（一部改正〔平成２７年条例３１号〕） 

（保有特定個人情報の利用の制限） 

第１３条の２ 実施機関は、保有特定個人情報について目的外利用等をしてはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、人の生命、身体又は財産の保護のために必要

がある場合であって、本人の同意があり、又は本人の同意を得ることが困難であるとき

は、利用目的以外の目的のために保有特定個人情報（情報提供等記録を除く。以下この

項及び次項において同じ。）を利用することができる。ただし、保有特定個人情報を利

用目的以外の目的のために利用することによって、本人又は第三者の権利利益を不当に

侵害するおそれがあると認められるときは、この限りでない。 

３ 実施機関は、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認めるときは、保有特

定個人情報の利用目的以外の目的のための当該実施機関の内部における利用を特定の部

局又は組織に限るものとする。 

（追加〔平成２７年条例３１号〕） 

（特定個人情報の提供の制限） 
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第１３条の３ 実施機関は、番号法第１９条各号のいずれかに該当する場合を除き、特定

個人情報を提供してはならない。 

（追加〔平成２７年条例３１号〕） 

（外部提供を受ける者に対する措置要求） 

第１４条 実施機関は、外部提供をする場合は、外部提供を受ける者に対し、提供に係る

保有個人情報について、その利用の目的若しくは使用方法の制限その他必要な制限を付

し、又はその適切な取扱いに関し必要な措置を講ずることを求めるものとする。 

（一部改正〔平成２７年条例３１号〕） 

（電子計算機組織等の結合による提供に係る保護措置） 

第１５条 実施機関は、当該実施機関の使用に係る電子計算機組織と実施機関以外の特定

の者の使用に係る電子計算機組織その他の機器とを電気通信回線を介して接続し、当該

実施機関の保有個人情報を当該特定の者が随時入手し得る状態にする方法により提供す

るときは、保有個人情報の保護に関し必要な措置を講じなければならない。 

（個人情報取扱事務の登録） 

第１６条 実施機関は、個人情報取扱事務を新たに開始しようとするときは、あらかじ

め、次に掲げる事項を登録した個人情報取扱事務登録簿（以下「登録簿」という。）を

作成し、一般の閲覧に供しなければならない。登録した事項を変更しようとするとき

も、同様とする。 

(1) 個人情報取扱事務の名称 

(2) 個人情報取扱事務の目的 

(3) 個人情報取扱事務の対象者の範囲 

(4) 個人情報の記録項目 

(5) 個人情報の取得先 

(6) 前各号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

２ 前項の規定は、実施機関の職員又は職員であった者に係る人事、給与、福利厚生等に

関する事務については、適用しない。 

３ 実施機関は、登録簿に登録されている個人情報取扱事務を廃止した場合において、当

該個人情報取扱事務に係る全ての公文書を保有しなくなったときは、速やかに当該個人

情報取扱事務について登録簿から抹消しなければならない。 

（一部改正〔平成２７年条例３１号〕） 

第３章 保有個人情報の開示等 

（開示請求権） 

第１７条 何人も、この条例の定めるところにより、実施機関に対し、その保有する自己
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を本人とする保有個人情報の開示の請求をすることができる。 

２ 未成年者又は成年被後見人の法定代理人（保有特定個人情報にあっては、本人の委任

による代理人を含む。以下「法定代理人等」という。）は、本人に代わって前項の規定

による開示の請求（以下「開示請求」という。）をすることができる。 

（一部改正〔平成２７年条例３１号〕） 

（保有個人情報の開示義務） 

第１８条 実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る保有個人情報に次の各

号に掲げる情報（以下「非開示情報」という。）のいずれかが含まれている場合を除

き、開示請求をする者に対し、当該保有個人情報を開示しなければならない。 

(1) 法令等の定めるところにより、開示することができないとされている情報 

(2) 開示することにより、開示請求をする者（前条第２項の規定により法定代理人等

が本人に代わって開示請求をする場合にあっては、当該本人をいう。次号及び第４号

並びに次条第２項において同じ。）の生命、健康、生活又は財産を害するおそれがあ

る情報 

(3) 開示請求をする者以外の個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する

情報を除く。）であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により

開示請求をする者以外の特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合す

ることにより、開示請求をする者以外の特定の個人を識別することができることとな

るものを含む。）又は開示請求をする者以外の特定の個人を識別することはできない

が、開示することにより、なお開示請求をする者以外の個人の権利利益を害するおそ

れがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア 法令等の規定により又は慣行として開示請求をする者が知ることができ、又は知

ることが予定されている情報 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認

められる情報 

ウ 当該個人が公務員（国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第２条第１項に

規定する国家公務員及び地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２条に規定

する地方公務員をいう。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る

情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員の職及び氏名並びに当該職務遂行

の内容に係る部分。ただし、当該公務員の氏名に係る情報を開示することにより当

該個人の権利利益を不当に害するおそれがある場合にあっては、当該公務員の氏名

に係る部分を除く。 

(4) 法人その他の団体（国及び地方公共団体を除く。以下「法人等」という。）に関
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する情報又は開示請求をする者以外の事業を営む個人の当該事業に関する情報であっ

て、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示

することが必要であると認められる情報を除く。 

ア 開示することにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当

な利益を害するおそれがあるもの 

イ 実施機関の要請を受けて、開示しないとの条件で任意に提供されたものであっ

て、法人等又は個人における通例として開示しないこととされているものその他の

当該条件を付することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると

認められるもの 

(5) 開示することにより、人の生命、身体、財産又は社会的地位の保護、犯罪の予

防、犯罪の捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれのある情報 

(6) 市の機関、国及び他の地方公共団体の内部又は相互間における審議、検討又は協

議に関する情報であって、開示することにより、率直な意見の交換若しくは意思決定

の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に市民等の間に混乱を生じさせるおそれ又

は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの 

(7) 市の機関、国又は他の地方公共団体が行う事務又は事業に関する情報であって、

開示することにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務

又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

ア 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確

な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しく

はその発見を困難にするおそれ 

イ 契約、交渉、渉外又は争訟に係る事務に関し、市、国又は他の地方公共団体の財

産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ 

ウ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 

（一部改正〔平成２７年条例３１号〕） 

（部分開示） 

第１９条 実施機関は、開示請求に係る保有個人情報に非開示情報が含まれている場合に

おいて、非開示情報に該当する部分を容易に区分して除くことができるときは、開示請

求をする者に対し、当該部分を除いた部分について開示しなければならない。 

２ 開示請求に係る保有個人情報に前条第３号に規定する情報（開示請求をする者以外の

特定の個人を識別することができるものに限る。）が含まれている場合において、当該

情報のうち、氏名、生年月日その他の開示請求をする者以外の特定の個人を識別するこ

とができることとなる記述等の部分を除くことにより、開示しても、開示請求をする者
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以外の個人の権利利益が害されるおそれがないと認められるときは、当該部分を除いた

部分は、同号に規定する情報に含まれないものとみなして、前項の規定を適用する。 

（保有個人情報の存否に関する情報） 

第２０条 開示請求に対し、当該開示請求に係る保有個人情報が存在しているか否かを答

えるだけで、非開示情報を開示することとなるときは、実施機関は、当該保有個人情報

の存否を明らかにしないで、当該開示請求を拒否することができる。 

（訂正請求権） 

第２１条 何人も、保有個人情報の内容が事実でないと認めるときは、この条例の定める

ところにより、当該保有個人情報を保有する実施機関に対し、当該保有個人情報の訂正

の請求をすることができる。 

２ 第１７条第２項の規定は、前項の規定による訂正の請求（以下「訂正請求」とい

う。）について準用する。 

（削除請求権） 

第２２条 何人も、実施機関がこの条例又は番号法の規定に違反して個人情報を保有した

と認めるときは、実施機関に対し、当該保有個人情報の削除の請求をすることができ

る。 

２ 第１７条第２項の規定は、前項の規定による削除の請求（以下「削除請求」とい

う。）について準用する。 

（一部改正〔平成２７年条例３１号〕） 

（中止請求権） 

第２３条 何人も、実施機関がこの条例又は番号法の規定に違反して保有個人情報（情報

提供等記録を除く。）の目的外利用等をし、又はしようとしていると認めるときは、実

施機関に対し、当該保有個人情報の目的外利用等の中止の請求をすることができる。 

２ 第１７条第２項の規定は、前項の規定による中止の請求（以下「中止請求」とい

う。）について準用する。 

（一部改正〔平成２７年条例３１号〕） 

（開示等の請求手続） 

第２４条 第１７条第１項の規定による保有個人情報の開示、第２１条第１項の規定によ

る保有個人情報の訂正、第２２条第１項の規定による保有個人情報の削除又は前条第１

項の規定による保有個人情報の目的外利用等の中止（以下「開示等」という。）の請求

をしようとする者は、次に掲げる事項を記載した請求書を実施機関に提出しなければな

らない。 

(1) 開示等の請求をする者の氏名及び住所 
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(2) 開示等の請求に係る保有個人情報を特定するために必要な事項 

(3) 前２号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

２ 前項の請求をしようとする者（以下「開示等請求者」という。）は、開示等の請求に

係る保有個人情報の本人又はその法定代理人等であることを証明するために必要な書類

を実施機関に提示し、又は提出しなければならない。 

（一部改正〔平成２７年条例３１号〕） 

（開示等の決定） 

第２５条 実施機関は、前条第１項に規定する請求書を受理したときは、開示請求にあっ

ては受理した日から起算して１５日以内に、訂正請求、削除請求又は中止請求にあって

は受理した日から起算して３０日以内に、開示等請求者に対し、当該請求に係る開示等

の可否の決定をしなければならない。 

２ 実施機関は、前項の決定をしたときは、請求者（情報提供等記録に係る訂正の決定に

あっては、総務大臣及び番号法第１９条第７号に規定する情報照会者若しくは情報提供

者又は同条第８号に規定する条例事務関係情報照会者若しくは条例事務関係情報提供者

（当該訂正に係る情報提供等記録に記録された者であって、当該実施機関以外のものを

含む。））に対し遅滞なく、書面により決定の内容を通知しなければならない。 

３ 実施機関は、やむを得ない理由により、第１項に規定する期間内に決定することがで

きないときは、請求書を受理した日から起算して６０日を限度として、その期間を延長

することができる。この場合において、実施機関は、開示等請求者に対し、延長の理由

及び期日を書面により通知しなければならない。 

４ 実施機関は、第１項の規定により保有個人情報の全部又は一部について開示等をしな

いことを決定したときは、第２項の規定による通知書にその理由を付記しなければなら

ない。この場合において、当該決定に係る開示しない保有個人情報が期間の経過により

開示できるものである場合で、かつ、その期日をあらかじめ明記することができるとき

は、その期日を付記しなければならない。 

５ 実施機関は、第１項の規定による決定をする場合において、当該決定に係る保有個人

情報に第三者に関する情報が含まれているときは、あらかじめ当該第三者の意見を聴く

ことができる。 

（一部改正〔平成２７年条例３１号・２９年１８号〕） 

（開示の実施） 

第２６条 保有個人情報の開示は、前条第２項に規定する通知により実施機関が指定する

日時及び場所において、閲覧、視聴又は写しの交付により行うものとする。この場合に

おいて、開示請求をする者は、開示請求に係る保有個人情報の本人又はその法定代理人
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等であることを証明するために必要な書類を実施機関に提示し、又は提出しなければな

らない。 

２ 保有個人情報の開示は、当該保有個人情報が、文書又は図画に記録されているときは

閲覧又は写しの交付により、電磁的記録に記録されているときはその種別、情報化の進

展状況等を勘案して規則で定める方法により行う。ただし、閲覧の方法による保有個人

情報の開示にあっては、実施機関は、当該保有個人情報が記録されている公文書の保存

に支障を生ずるおそれがあると認めるとき、その他正当な理由があるときは、その写し

により、これを行うことができる。 

（一部改正〔平成２７年条例３１号〕） 

（開示請求及び開示の特例） 

第２７条 実施機関は、別に定める保有個人情報について、本人が開示請求をしようとす

るときは、第２４条第１項の規定にかかわらず、口頭により行うことができる。 

２ 前項の規定による開示請求をしようとする者は、第２４条第２項の規定にかかわら

ず、実施機関が別に定める書類を提示しなければならない。 

３ 実施機関は、第１項の規定による開示請求があったときは、前２条の規定にかかわら

ず、直ちに本人であることを確認し、実施機関が別に定める方法により開示するものと

する。 

（手数料等） 

第２８条 この条例の規定に基づく保有個人情報の開示等に係る手数料は、御殿場市手数

料条例（昭和５８年御殿場市条例第３９号）の規定にかかわらず、無料とする。 

２ この条例の規定に基づき、保有個人情報の写しの交付を受ける者は、当該写しの交付

に要する費用を負担しなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、経済的困難その他特別の理由があると認める

ときは、保有特定個人情報の写しの交付に要する費用を減額し、又は免除することがで

きる。 

（一部改正〔平成２７年条例３１号〕） 

第４章 苦情処理 

（一部改正〔平成２７年条例４０号〕） 

第２９条及び第３０条 削除 

（〔平成２７年条例４０号〕） 

第３１条 実施機関は、実施機関における個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速

な処理に努めなければならない。 

（一部改正〔平成２７年条例４０号〕） 
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第５章 雑則 

（運用状況の公表） 

第３２条 市長は、毎年１回、各実施機関におけるこの条例の運用状況を取りまとめ、公

表しなければならない。 

（他の制度等との調整） 

第３３条 この条例は、他の法令等の規定により開示等の請求その他これらに類する請求

（保有特定個人情報に係る請求を除く。）に係る手続が定められている場合について

は、適用しない。 

２ この条例は、実施機関が、市民の利用に供することを目的として図書館等で管理して

いる個人情報が記録されている図書、資料、刊行物等については、適用しない。 

３ 保有個人情報についての開示請求については、この条例によるものとし、御殿場市公

文書公開条例の規定は、適用しない。 

（一部改正〔平成２７年条例３１号〕） 

（国及び他の地方公共団体との協力） 

第３４条 市長は、個人情報の保護を図るため必要があると認めるときは、国及び他の地

方公共団体に対して協力を求め、又は国及び他の地方公共団体からの協力の求めに応ず

るものとする。 

（出資法人の講ずべき措置） 

第３５条 市が出資している法人で規則で定めるものは、この条例の規定に基づく市の施

策に留意しつつ、個人情報の保護に関し必要な措置を講ずるよう努めなければならな

い。 

（指定管理者に関する特例） 

第３５条の２ 指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３

項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）が同法第２４４条第１項に規定する公の

施設（以下「公の施設」という。）の管理を行うに当たって個人情報を取り扱う場合に

ついては、第２章の規定を準用する。この場合において、第１６条第１項中「あらかじ

め」とあるのは「当該指定管理者を指定した実施機関（以下「指定実施機関」とい

う。）を通じて、あらかじめ」と、同条第３項中「速やかに」とあるのは「指定実施機

関を通じて、速やかに」と読み替えるものとする。 

２ 前項に規定する場合における第３章及び第４章の規定の適用については、第１７条第

１項中「実施機関」とあるのは「指定実施機関」と、「保有個人情報」とあるのは「指

定管理者が保有する個人情報」と、第１８条、第１９条第１項、第２０条及び第２１条

中「実施機関」とあるのは「指定実施機関」と、第２２条第１項中「実施機関が」とあ
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るのは「指定管理者が」と、「実施機関に」とあるのは「指定実施機関に」と、第２３

条第１項中「実施機関が」とあるのは「指定管理者が」と、「実施機関に」とあるのは

「指定実施機関に」と、第２４条、第２５条、第２６条及び第２７条中「実施機関」と

あるのは「指定実施機関」とする。 

（追加〔平成１７年条例１４号〕） 

（事業者に対する指導、勧告等） 

第３６条 市長は、事業者が第５条の規定に違反していると認めるときは、当該事業者に

対し、その是正若しくは中止を指導し、又は勧告することができる。 

２ 市長は、事業者が前項の規定による指導又は勧告に従わないときは、その事実を公表

することができる。 

（委任） 

第３７条 この条例の施行に関し必要な事項は、実施機関が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例施行の際現に実施機関が行っている個人情報取扱事務については、第１６条

第１項中「新たに開始しようとするときは、あらかじめ」とあるのは、「行っていると

きは、この条例の施行の日以後、速やかに」と読み替えて同項の規定を適用するものと

する。 

（御殿場市電子計算組織の運営に係る個人情報の保護に関する条例の廃止） 

３ 御殿場市電子計算組織の運営に係る個人情報の保護に関する条例（平成元年御殿場市

条例第３７号）は、廃止する。 

（御殿場市公文書公開条例の一部改正） 

４ 御殿場市公文書公開条例（平成７年御殿場市条例第３７号）の一部を次のように改正

する。 

第２条第２号中「写真（これらを撮影したマイクロフィルムを含む。）」の次に「及

び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の知覚によっては認識することができな

い方式で作られた記録をいう。以下同じ。）」を加える。 

第２条第３号中「閲覧」の次に「若しくは視聴」を加える。 

第９条第３項中「交付するものとする」を「交付するものとし、電磁的記録を公開す

る場合には、その種別、情報化の進展状況等を勘案して実施機関が定める方法により行

うものとする」に改める。 



 

 

- 55 - 

 

第１２条中「御殿場市公文書公開審査会（以下「審査会」という。）」を「御殿場市

公文書公開・個人情報保護審査会」に改める。 

第１３条を次のように改める。 

第１３条 削除 

第１６条を削る。 

第１７条を第１６条とし、第１８条から第２１条までを１条ずつ繰り上げる。 

（御殿場市教育委員会の委員等に対する報酬の支給及び費用弁償条例の一部改正） 

５ 御殿場市教育委員会の委員等に対する報酬の支給及び費用弁償条例（昭和３１年御殿

場市条例第２９号）の一部を次のように改正する。 

別表（第２条関係）中「 

個人情報保護審議会会長 日額 7,200 

個人情報保護審議会委員 日額 6,700 

」を削り、「 

公文書公開審査会会長 日額 7,200 

公文書公開審査会委員 日額 6,700 

」を「 

公文書公開・個人情報保護審査会会長 日額 7,200 

公文書公開・個人情報保護審査会委員 日額 6,700 

」に改める。 

附 則（平成１７年７月１１日条例第１４号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２７年６月３０日条例第３１号） 

この条例は、平成２７年１０月５日から施行する。ただし、情報提供等記録に関する部

分の規定は、番号法附則第１条第５号に規定する政令で定める日から施行する。 

附 則（平成２７年１２月２８日条例第４０号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、法の施行の日から施行する。 

附 則（平成２９年５月２４日条例第１８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○御殿場市個人情報保護条例施行規則 

平成１５年１２月２５日 

規則第２６号 

改正 平成１７年６月１日規則第１３号 

平成１８年３月３１日規則第１０号 

平成１９年３月１９日規則第７号 

平成２０年３月３１日規則第１６号 

平成２２年３月３１日規則第７号 

平成２４年６月２０日規則第２４号 

平成２６年３月２８日規則第１５号 

平成２７年６月３０日規則第２６号 

平成２８年３月３１日規則第１７号 

平成２９年８月２１日規則第２８号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、御殿場市個人情報保護条例（平成１５年御殿場市条例第３５号。以

下「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定める。 

（個人情報保護管理責任者） 

第２条 条例第１１条に規定する個人情報保護管理責任者（以下「管理責任者」とい

う。）は、課長（御殿場市組織及び事務分掌規則（平成２６年御殿場市規則第１４号）

第１５条第３項に規定する課長及び所長、御殿場市会計管理者の補助組織に関する規則

（平成１９年御殿場市規則第８号）第３条第１項に規定する課長、御殿場市水道事業組

織及び事務分掌規程（昭和４７年御殿場市水道事業管理規程第６号）第３条第１項に規

定する課長、御殿場市教育委員会事務局処務規則（平成１１年御殿場市教育委員会規則

第９号）第５条第３項に規定する課長、御殿場市立図書館条例施行規則（昭和５６年御

殿場市教育委員会規則第４号）第３条に規定する館長、御殿場市立学校給食センター条

例（昭和４５年御殿場市条例第６号）第６条に規定する所長、御殿場市選挙管理委員会

の補助職員に関する規程（平成３年御殿場市選挙管理委員会告示第８号）第２条に規定

する書記長、御殿場市監査委員事務局規程（昭和５２年御殿場市監査委員告示第１号）

第４条に規定する事務局長、御殿場市農業委員会規程（昭和５８年御殿場市農業委員会

規程第１号）第１０条第１項に規定する事務局長、御殿場市固定資産評価審査委員会条

例（昭和３０年御殿場市条例第２０号）第３条第１項に規定する書記、御殿場市外１組

合公平委員会議事規則（昭和５４年御殿場市外１組合公平委員会規則第１号）第５条に

規定する書記長及び御殿場市議会事務局処務規則（昭和５７年御殿場市議会規則第２
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号）第３条第１項に規定する課長をいう。）及び支所長（御殿場市役所支所設置条例施

行規則（昭和６０年御殿場市規則第１号）第５条に規定する支所長及び御殿場地域振興

センター規則（平成９年御殿場市規則第１２号）第５条に規定する所長をいう。）をも

って充てる。 

２ 管理責任者は、個人情報の保護の重要性を認識し、並びに個人情報の保管等をする所

属職員が個人情報の保護について十分に留意するよう指導し、及び監督しなければなら

ない。 

（一部改正〔平成１８年規則１０号・１９年７号・２０年１６号・２２年７号・

２６年１５号・２９年２８号〕） 

（委託に伴う措置） 

第３条 条例第１２条に規定する個人情報の保護に関する必要な措置は、次に掲げるもの

とする。 

(1) あらかじめ、委託先の個人情報の保護に対する管理体制について調査すること。 

(2) 委託先に対して、委託の内容に応じて個人情報の使用目的及び使用範囲を明確に

示すとともに、当該事務を処理するために取り扱わせる個人情報を必要最小限にとど

めること。 

(3) 委託に関する契約書その他これに類する書類又は仕様書に次に掲げる事項を明記

すること。 

ア 個人情報の秘密の保持に関する事項 

イ 個人情報の適正な管理に関する事項 

ウ 再委託の禁止又は制限に関する事項 

エ 個人情報の委託目的以外の使用の禁止及び第三者への提供の禁止に関する事項 

オ 個人情報の複写及び複製の禁止に関する事項 

カ 個人情報の取扱いに関する事故発生時における報告義務に関する事項 

キ 契約に違反したときの契約解除及び損害賠償に関する事項 

ク その他個人情報の保護に関し必要な事項 

（目的外利用等に係る本人通知） 

第４条 条例第１３条第３項の規定による通知は、保有個人情報目的外利用等通知書（様

式第１号）により行うものとする。 

（外部提供における措置） 

第５条 条例第１４条に規定する措置は、次に掲げる事項とする。 

(1) 個人情報の秘密の保持に関する事項 

(2) 個人情報の申請目的以外の使用の禁止及び第三者への提供の禁止に関する事項 
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(3) 個人情報の複写及び複製の禁止に関する事項 

(4) 個人情報の取扱いに関する事故発生時における報告義務に関する事項 

(5) 個人情報の利用期間終了後の返還又は廃棄に関する事項 

(6) その他個人情報の保護に関し必要な事項 

（個人情報取扱事務の登録） 

第６条 条例第１６条第１項の規定による登録は、個人情報取扱事務登録簿（様式第２

号）により行うものとする。 

２ 条例第１６条第１項第６号の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 開始年月日 

(2) 目的外利用又は外部提供の有無 

(3) 電子計算機等の結合による提供の有無 

(4) 事務の委託 

(5) 個人情報の処理形態 

(6) 個人情報の記録形態 

(7) 保有個人情報が記録されている主な公文書 

(8) その他市長が必要と認める事項 

３ 条例第１６条第３項の規定により個人情報取扱事務を廃止したときは、管理責任者

は、保有個人情報廃止届（様式第３号）を市長に提出するものとする。 

（開示等請求書） 

第７条 条例第２４条第１項に規定する請求書は、保有個人情報開示等請求書（様式第４

号）とする。 

２ 条例第２４条第１項第３号の規則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 開示請求については、求める開示の実施方法 

(2) 法定代理人等が請求する場合は、当該保有個人情報の本人の氏名及び住所並びに

未成年者、成年被後見人又は委任者の別 

(3) 開示等請求者の連絡先 

（一部改正〔平成２７年規則２６号〕） 

（開示等請求者の確認） 

第８条 条例第２４条第２項の必要な書類は、次に掲げるものとする。 

(1) 本人が請求する場合 運転免許証、旅券、健康保険の被保険者証、在留カード、

特別永住者証明書その他請求をする本人であることを証明するものとして市長が認め

た書類 

(2) 本人に代わって法定代理人等が請求する場合 当該法定代理人等に係る前号に掲



 

 

- 59 - 

 

げる書類及び戸籍謄本、家庭裁判所の証明書、委任状その他法定代理人等の資格を証

明する書類 

（一部改正〔平成２４年規則２４号・２７年２６号〕） 

（開示等の決定） 

第９条 条例第２５条第２項の通知は、次のとおりとする。 

(1) 保有個人情報の開示等の決定をした場合 保有個人情報開示等決定通知書（様式

第５号） 

(2) 保有個人情報の一部の開示等の決定をした場合 保有個人情報部分開示等決定通

知書（様式第６号） 

(3) 保有個人情報の開示等をしない決定（条例第２０条の規定により開示請求を拒否

するとき、及び開示等の請求に係る個人情報を保有していないときの当該決定を含

む。）をした場合 保有個人情報非開示等決定通知書（様式第７号） 

２ 条例第２５条第３項の通知は、保有個人情報開示等可否決定期間延長通知書（様式第

８号）とする。 

（開示の方法） 

第１０条 条例第２６条第１項の必要な書類は、第８条の規定を準用する。 

２ 条例第２６条第２項の規則で定める方法は、次に掲げる区分に応じ、当該各号に定め

る方法とする。ただし、当該各号に定める方法により難いときは、実施機関が適当と認

める方法により行うものとする。 

(1) 録音又はビデオテープ 当該録音テープ又はビデオテープを専用機器により再生

したものの視聴又は録音カセットテープ若しくはビデオカセットテープに複写したも

のの交付 

(2) その他の電磁的記録 次に掲げる方法であって、実施機関がその保有するプログ

ラム（電子計算機に対する指令であって、一の結果を得ることができるように組み合

わされたものをいう。）により行うことができるもの 

ア 当該電磁的記録を用紙に出力したものの閲覧又は交付 

イ 当該電磁的記録を専用機器により再生したものの閲覧又は視聴 

ウ 当該電磁的記録をフロッピーディスク又はコンパクトディスクに複写したものの

交付 

（開示の中止等） 

第１１条 保有個人情報の開示を受ける者は、当該個人情報が記録されているものを丁寧

に取り扱うこととし、それを改ざんし、汚損し、又は破損してはならない。 

２ 市長は、前項の規定に違反する者に対し、当該個人情報が記録されているものの閲覧
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又は視聴を中止させることができる。 

（口頭による保有個人情報の開示請求） 

第１２条 条例第２７条第２項の書類は、次の各号のいずれかの書類とする。 

(1) 運転免許証 

(2) 旅券 

(3) 開示請求に係る保有個人情報が試験に関するものである場合は、当該試験の受験

票 

(4) その他口頭により開示請求をする者本人であることを証明するものとして市長が

認める書類 

２ 条例第２７条第３項に規定する実施機関が別に定める方法は、記録物の閲覧とする。 

（運用状況の公表の方法） 

第１３条 条例第３２条の規定による運用状況の公表は、市広報紙に掲載すること等によ

り行うものとする。 

（一部改正〔平成２８年規則１７号・２９年２８号〕） 

（出資法人） 

第１４条 条例第３５条の規則で定める法人は、市が資本金、基本金その他これらに準ず

るものの２分の１以上を出資しているものとする。 

（一部改正〔平成２８年規則１７号〕） 

（補則） 

第１５条 この規則に定めるもののほか、個人情報の保護に関し必要な事項は、別に定め

る。 

（一部改正〔平成２８年規則１７号〕） 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 

（御殿場市公文書公開審査会規則の廃止） 

２ 御殿場市公文書公開審査会規則（平成７年御殿場市規則第３４号）は、廃止する。 

（御殿場市組織及び事務分掌規則の一部改正） 

３ 御殿場市組織及び事務分掌規則（平成１４年御殿場市規則第１３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第４条総務課の項第１８号を次のように改める。 

（１８） 公文書公開・個人情報保護審査会に関すること。 

第４条情報管理課の項中第２号を削り、第３号を第２号とし、第４号から第１０号ま
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でを１号ずつ繰り上げる。 

附 則（平成１７年６月１日規則第１３号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成１７年４月１日から適用する。 

附 則（平成１８年３月３１日規則第１０号） 

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年３月１９日規則第７号） 

この規則は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年３月３１日規則第１６号） 

この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年３月３１日規則第７号） 

この規則は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年６月２０日規則第２４号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２４年７月９日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則施行の際、現に改正前の御殿場市公文書公開条例施行規則、御殿場市外国人

高齢者福祉手当支給規則、御殿場市営住宅条例施行規則の様式により提出されている文

書は、改正後の御殿場市公文書公開条例施行規則、御殿場市外国人高齢者福祉手当支給

規則、御殿場市営住宅条例施行規則の相当様式により提出された文書とみなす。 

３ この規則施行の際、現に第５条の規定による改正前の外国人登録法の規定による外国

人登録原票に登録されている者については、改正後において引き続き住民基本台帳に記

録されているものとみなす。 

附 則（平成２６年３月２８日規則第１５号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２６年４月１日から施行する。（後略） 

附 則（平成２７年６月３０日規則第２６号） 

この規則は、平成２７年１０月５日から施行する。 

附 則（平成２８年３月３１日規則第１７号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際、従前の規定により作成した帳票及び用紙は、当分の間、使用で

きるものとする。 
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附 則（平成２９年８月２１日規則第２８号） 

この規則は、公布の日から施行する。 
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様式第１号（第４条関係） 

様式第２号（第６条関係） 

（一部改正〔平成２７年規則２６号〕） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第７条関係） 

（一部改正〔平成２７年規則２６号〕） 

様式第５号（第９条関係） 

（一部改正〔平成２７年規則２６号〕） 

様式第６号（第９条関係） 

（全部改正〔平成１７年規則１３号〕、一部改正〔平成２７年規則２６号・２８

年１７号〕） 

様式第７号（第９条関係） 

（全部改正〔平成１７年規則１３号〕、一部改正〔平成２８年規則１７号〕） 

様式第８号（第９条関係） 
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４ 御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する

条例・施行規則 
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○御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例 

平成１７年７月１１日 

条例第１４号 

改正 平成２０年９月１８日条例第３０号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第２

４４条の２第３項の規定に基づき、市が設置する法第２４４条第１項に規定する施設

（以下「公の施設」という。）の管理を行わせる指定管理者の指定の手続等に関し、必

要な事項を定める。 

（指定管理者の募集） 

第２条 市長は、指定管理者に公の施設の管理を行わせようとするときは、規則に定める

ところにより、指定管理者を公募する。ただし、次に掲げる場合はこの限りでない。 

(1) 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法

律第１１７号。以下この号において「PFI法」という。）に基づき設置された公の施

設の管理をPFI法により定義される選定事業者に行わせようとする場合 

(2) 当該公の施設に併設する施設の運営法人等を指定することにより一体的な施設の

活用が図られる場合 

(3) 喫緊
きつきん

の事情等により公募する期間を十分に確保することができず、かつ、当該公

の施設の管理を指定管理者に行わせる必要がある場合 

(4) 施設の性格、規模、機能等を考慮し、設置目的を効果的かつ効率的に達成するた

め、地域等の活力を積極的に活用した管理を行うことにより、事業効果が明確に期待

できると認める場合 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める場合 

（指定管理者の指定の申請） 

第３条 指定管理者の指定を受けようとするものは、市長が指定する期間内に、規則に定

める書類を市長に提出しなければならない。 

（指定管理者の選定） 

第４条 市長は、前条の規定により申請があったときは、次の各号に掲げる基準につき審

査し、当該公の施設の管理を行わせることが最も適当と認めるものを候補者として選定

する。 

(1) 当該公の施設の平等利用が常に確保されること。 

(2) 当該公の施設の目的を効果的に発揮することができること。 

(3) 当該公の施設の管理を安定して行うための物的、人的能力を有していること。 
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(4) 当該公の施設の管理に要する経費の縮減を図ることができると認められること。 

（指定管理者の指定） 

第５条 市長は、前条の規定により選定した候補者について、法第２４４条の２第６項の

規定による議会の議決を経て、指定管理者として指定する。 

（指定管理者の指定の告示等） 

第６条 市長は、前条の規定により指定管理者の指定をしたときは、速やかにその旨を告

示するとともに、指定をしたものに通知する。 

２ 市長は、第１４条の規定により指定管理者の指定の取消し等を命じたときは、速やか

にその旨を告示するとともに、指定管理者に通知する。 

（協定の締結） 

第７条 市長は、第５条の規定により指定した指定管理者と、当該公の施設の管理に関す

る協定を締結する。 

（公の施設の利用に係る料金の扱い） 

第８条 指定管理者は、その管理する公の施設の利用に係る料金（以下「利用料金」とい

う。）を収入とすることができる。 

２ 指定管理者は、前項により利用料金を収入とするときは、あらかじめ市長の承認を得

て、利用料金を定めることができる。 

３ 指定管理者は、公益上その他必要があると認めるときは、あらかじめ市長の承認を得

て、その利用料金を減額し、又は免除することができる。 

４ 指定管理者は、前２項の規定により利用料金及び利用料金の減額又は免除の基準を定

めたときは、直ちにこれを公表するとともに、利用者に周知しなければならない。 

（事業報告書の作成及び提出） 

第９条 第５条の規定により指定を受けた指定管理者は、毎会計年度の終了後及び指定の

満了日後（第１４条の規定により指定を取り消された場合にあっては、その取り消され

た日後）、３０日以内に規則で定める書類を作成し、市長に提出しなければならない。 

（業務報告の聴取等） 

第１０条 市長は、公の施設の管理の適正を期するため、指定管理者に対し、その管理の

業務及び経理の状況に関し報告を求め、実地を調査し、又は必要な指示をすることがで

きる。 

（原状回復義務） 

第１１条 指定管理者は、その指定の期間が満了したとき、又は第１４条の規定により指

定の取消し等を命ぜられたときは、その管理をしないこととなった公の施設の設備又は

これらに付随する備品等を速やかに原状に回復しなければならない。ただし、市長の承
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認を得たときは、この限りでない。 

（損害賠償義務） 

第１２条 指定管理者は、故意又は過失により、その管理する公の施設の設備又はこれら

に付随する備品等を損傷し、又は滅失したときは、それによって生じた損害に相当する

額を市に賠償しなければならない。ただし、市長がやむを得ない事情があると認めたと

きは、この限りでない。 

（個人情報の取扱い等） 

第１３条 指定管理者又はその管理する公の施設の業務に従事している者（以下この条に

おいて「従事者」という。）は、当該公の施設の管理に関し知り得た秘密を他に漏ら

し、又は自己の利益のために利用してはならない。指定管理者の指定の期間が満了し、

若しくは指定を取り消され、又は従事者の職務を退いた後においても、同様とする。 

２ 従事者は、御殿場市個人情報保護条例（平成１５年御殿場市条例第３５号）の定める

ところにより個人情報を適正に取り扱わなければならない。 

３ 指定管理者（当該公の施設を利用する権利に関する処分の権限を有するものに限

る。）は、その管理する公の施設の管理の業務により保有することとなった情報につい

て公開請求があったときは、御殿場市公文書公開条例（平成７年御殿場市条例第３７

号）の定めるところにより、情報を公開しなければならない。 

（指定の取消し等） 

第１４条 市長は、指定管理者が次の各号のいずれかに該当したときは、指定の取消し又

は期間を定めて業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

(1) この条例及び指定管理者が管理する公の施設の設置及び管理に関して規定する条

例又はこれらの条例に基づく規則等に違反したとき。 

(2) 虚偽その他不正な手段により管理を行ったとき。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、指定管理者の責めに帰すべき事由により公の施設の

管理を継続するに適当でないと認めるとき。 

（一部改正〔平成２０年条例３０号〕） 

（御殿場市指定管理者選定審査会） 

第１４条の２ 市長は、指定管理者の指定手続等に関し公平性、公正性を期するため、御

殿場市指定管理者選定審査会（以下「審査会」という。）を置く。 

２ 審査会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を審査する。 

(1) 第４条の規定による指定管理者の候補者の選定に関すること。 

(2) 前条の規定による指定の取消し又は業務の全部若しくは一部の停止に関するこ

と。 
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(3) その他指定管理者の指定手続等に必要な事項に関すること。 

３ 審査会は、会長及び委員１０人以内で組織する。 

４ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 知識と経験を有する者 

(2) 市職員 

(3) その他市長が必要と認める者 

５ 委員の任期は、１年とし、再任することができる。ただし、補欠の委員の任期は、前

任者の残任期間とする。 

６ 前各項に定めるもののほか、審査会の運営に関し、必要な事項は、規則で定める。 

（追加〔平成２０年条例３０号〕） 

（教育委員会が所管する公の施設への適用） 

第１５条 御殿場市教育委員会が所管する公の施設についてこの条例の規定を適用する場

合においては、第２条から第１２条までの規定及び第１４条中「市長」とあるのは、

「教育委員会」と、第２条、第３条、第９条、第１４条及び次条中「規則」とあるのは

「教育委員会規則」とする。 

（一部改正〔平成２０年条例３０号〕） 

（委任） 

第１６条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、現に法第２４４条の２第６項による指定管理者の指定を受けて

いるものについては、平成１８年３月３１日までの間は、なお従前の例による。 

（御殿場市公文書公開条例の一部改正） 

３ 御殿場市公文書公開条例（平成７年御殿場市条例第３７号）の一部を次のように改正

する。 

第２０条を第２１条とし、第１９条の次に次の１条を加える。 

（指定管理者の情報公開） 

第２０条 指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項

に規定する指定管理者をいう。）は、その職員が職務上作成し、又は取得した文書等

（文書、図画、写真（これらを撮影したマイクロフィルムを含む。）及び電磁的記録
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（電子的方式、磁気的方式その他の知覚によっては認識することができない方式で作

られた記録をいう。）をいう。）であって、組織的に用いるものとして、自己が管理

している同法第２４４条第１項に規定する公の施設（以下「公の施設」という。）に

関するものの公開に努めなければならない。 

２ 実施機関は、前項の公の施設に関する文書等であって、実施機関が保有していない

ものの公開の申込みがあった場合においては、当該指定管理者に対し、当該文書等を

公開のため実施機関に提出するよう求めるものとする。 

（御殿場市個人情報保護条例の一部改正） 

４ 御殿場市個人情報保護条例（平成１５年御殿場市条例第３５号）の一部を次のように

改正する。 

第３５条の次に次の１条を加える。 

（指定管理者に関する特例） 

第３５条の２ 指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第

３項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）が同法第２４４条第１項に規定する

公の施設（以下「公の施設」という。）の管理を行うに当たって個人情報を取り扱う

場合については、第２章の規定を準用する。この場合において、第１６条第１項中

「あらかじめ」とあるのは「当該指定管理者を指定した実施機関（以下「指定実施機

関」という。）を通じて、あらかじめ」と、同条第３項中「速やかに」とあるのは

「指定実施機関を通じて、速やかに」と読み替えるものとする。 

２ 前項に規定する場合における第３章及び第４章の規定の適用については、第１７条

第１項中「実施機関」とあるのは「指定実施機関」と、「保有個人情報」とあるのは

「指定管理者が保有する個人情報」と、第１８条、第１９条第１項、第２０条及び第

２１条中「実施機関」とあるのは「指定実施機関」と、第２２条第１項中「実施機関

が」とあるのは「指定管理者が」と、「実施機関に」とあるのは「指定実施機関に」

と、第２３条第１項中「実施機関が」とあるのは「指定管理者が」と、「実施機関

に」とあるのは「指定実施機関に」と、第２４条、第２５条、第２６条及び第２７条

中「実施機関」とあるのは「指定実施機関」とする。 

（選定の特例措置） 

５ 市長は、この条例の施行の際、現に市が出資している法人等が管理する公の施設の指

定管理者の選定については、当分の間、公募によらず、市が出資している法人等を指定

管理者の候補者として選定することができる。 

附 則（平成２０年９月１８日条例第３０号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則 

平成１７年７月１１日 

規則第１４号 

改正 平成２０年１０月２７日規則第３９号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１

７年御殿場市条例第１４号。以下「条例」という。）の施行に関し、公の施設の指定管

理者の指定の手続等について必要な事項を定める。 

（指定管理者の公募に関する事項） 

第２条 条例第２条の規定による規則で定める事項は、次のとおりとする。 

(1) 指定管理者を公募するときは、次に掲げる事項をあらかじめ公告等の方法により

公表することとする。 

ア 施設の概要 

イ 管理の基準、管理業務の範囲及び内容 

ウ 管理の指定の期間 

エ 利用料金に関する事項 

オ 申請の方法、申請の期間 

カ 指定管理者の資格要件 

キ 選定の基準 

ク その他申請に必要な事項 

(2) 公募の期間は、前号に掲げる公表の日から起算して３０日以上設けることとす

る。 

（指定の申請に関する事項） 

第３条 条例第３条の規定による規則で定める書類は、次のとおりとする。 

(1) 指定管理者指定申請書（様式第１号） 

(2) 事業計画書 

(3) 定款の写し及び登記事項証明書（全部事項証明書に限る。）又は法人若しくは団

体の概要がわかるもの 

(4) 経営状況を示す書類 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（一部改正〔平成２０年規則３９号〕） 

（指定等の通知に関する事項） 

第４条 条例第６条第１項の規定による選定した者への指定の通知は、指定管理者指定通
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知書（様式第２号）により行う。 

２ 条例第６条第２項の規定による指定管理者への指定取消しの通知は、指定管理者指定

取消し通知書（様式第３号）により行う。 

３ 条例第６条第２項の規定による指定管理者への業務の全部又は一部の停止を命ずる通

知は、指定管理者業務停止命令書（様式第４号）により行う。 

（協定で定める事項） 

第５条 条例第７条の規定において協定で定める事項は、次のとおりとする。 

(1) 指定の期間に関する事項 

(2) 事業計画、業務範囲及び内容に関する事項 

(3) 利用料金に関する事項 

(4) 事業報告及び業務報告に関する事項 

(5) 市が支払うべき管理費用に関する事項 

(6) 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

(7) その他管理業務等の遂行に関し、必要な事項 

（利用料金の事前承認に関する事項） 

第６条 条例第８条第２項及び第３項の規定に基づく利用料金の承認申請に必要な書類

は、次のとおりとする。 

(1) 利用料金（設定・減額・免除）承認申請書（様式第５号） 

(2) 収支計画書（様式第６号） 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 条例第８条第２項及び第３項の規定に基づく市長の承認は、利用料金承認書（様式第

７号）により行うものとする。 

（事業報告に関する事項） 

第７条 条例第９条の規定に基づき提出する書類は次のとおりとする。 

(1) 事業報告書（様式第８号） 

(2) 収支報告書（様式第９号） 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（補則） 

第８条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２０年１０月２７日規則第３９号） 

（施行期日） 
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１ この規則は、平成２０年１２月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則施行の日前に、改正前の御殿場市公の施設の指定管理者の指定手続等に関す

る条例施行規則、御殿場市墓地、埋葬等に関する規則及び御殿場市指定地域密着型サー

ビス事業所及び指定地域密着型介護予防サービス事業所の指定等に関する規則の規定に

よりなされた手続、処分その他の行為は、改正後の御殿場市公の施設の指定管理者の指

定手続等に関する条例施行規則、御殿場市墓地、埋葬等に関する規則及び御殿場市指定

地域密着型サービス事業所及び指定地域密着型介護予防サービス事業所の指定等に関す

る規則の規定による手続、処分その他の行為とみなす。 
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様式第１号（第３条関係） 

（一部改正〔平成２０年規則３９号〕） 

様式第２号（第４条関係） 

様式第３号（第４条関係） 

様式第４号（第４条関係） 

様式第５号（第６条関係） 

様式第６号（第６条関係） 

様式第７号（第６条関係） 

様式第８号（第７条関係） 

様式第９号（第７条関係） 
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５ 御殿場市都市公園条例・施行規則 
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○御殿場市都市公園条例 

平成１７年９月２８日 

条例第２９号 

改正 平成１８年３月３１日条例第２８号 

平成１９年３月９日条例第１２号 

平成２２年１２月１７日条例第４７号 

平成２３年１２月７日条例第４０号 

平成２４年３月５日条例第８号 

平成２４年１２月１７日条例第３０号 

平成２５年２月２１日条例第１号 

平成２６年２月２１日条例第２号 

平成２６年３月６日条例第１４号 

平成２７年２月２３日条例第１号 

平成２８年３月１０日条例第１４号 

平成２９年２月２０日条例第１号 

平成３０年３月１日条例第１号 

御殿場市都市公園条例（平成１４年御殿場市条例第３３号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、都市公園法（昭和３１年法律第７９号。以下「法」という。）及び

法に基づく命令に定めるもののほか、御殿場市が設置する都市公園の設置及び管理に関

し、必要な事項を定める。 

（種別、名称及び位置） 

第２条 都市公園の種別、名称及び位置は、別表第１のとおりとする。 

２ 都市公園の種別の定義は、次のとおりとする。 

(1) 総合公園 主として市内に居住する者の休息、観賞、散歩、遊戯、運動等総合的な

利用に供することを目的とする都市公園 

(2) 地区公園 主として徒歩圏域内に居住する者の利用に供することを目的とする都市

公園 

(3) 近隣公園 主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする都市公園 

(4) 街区公園 主として街区内に居住する者の利用に供することを目的とする都市公園 

（全部改正〔平成２４年条例３０号〕） 

（都市公園の設置基準） 

第２条の２ 市長は、前条各号の都市公園を設置する場合は、それぞれの特質に応じて都
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市公園の分布の均衡を図り、かつ、防火、避難等災害の防止に資するよう考慮するものと

し、その設置基準については、次に掲げる事項を規則で定める。 

(1) 市民一人当たりの敷地面積の標準 

(2) 配置及び規模の基準 

２ 市長は、主として公害又は災害を防止することを目的とする緩衝地帯としての都市公

園、主として風致の享受の用に供することを目的とする都市公園、主として動植物の生息

地又は生育地である樹林地等の保護を目的とする都市公園、主として市街地の中心部にお

ける休息又は観賞の用に供することを目的とする都市公園等前条各号に掲げる都市公園以

外の都市公園を設置する場合は、それぞれの利用目的に応じて都市公園としての機能を十

分発揮することができる配置及び敷地面積とする。 

（追加〔平成２４年条例３０号〕） 

（建築面積割合） 

第２条の３ 都市公園においては、屋外における休息、鑑賞、散歩、遊戯、運動等の利

用、緑地の確保、災害対策その他都市公園としての機能が十分に発揮されるようにするた

め、建築物を建築しないものとする。ただし、公園施設として設けられる建築物は、この

限りでない。 

２ 一の都市公園に公園施設として設けられる建築物の建築面積（国立公園又は国定公園

の施設たる建築物の建築面積を除く。）の総計の当該都市公園の敷地面積に対する割合

は、１００分の２を超えてはならない。ただし、都市公園法施行令（昭和３１年政令第２

９０号）第６条第１項各号に掲げる特別の場合は、規則で定める範囲内でこれを超えるこ

とができる。 

（追加〔平成２４年条例３０号〕） 

（移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準） 

第２条の４ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第

９１号）第１３条第１項に規定する移動等円滑化のために必要な特定公園施設（同法第２

条第１３号に規定する施設をいう。）の新設、増設又は改築に関する基準は、規則で定め

る。この場合において、当該基準は、高齢者、障害者等の特定公園施設の利用上の利便性

及び安全性の向上を図るものとしなければならない。 

（追加〔平成２４年条例３０号〕） 

（公園施設の設置若しくは管理又は占用の許可の申請書の記載事項） 

第３条 法第５条第１項の条例で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 公園施設を設けようとするときは、次に掲げる事項 

ア 設置の目的 
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イ 設置の期間 

ウ 設置の場所 

エ 種類及び数量 

オ 構造及び規模 

カ 管理の方法 

キ 工事の実施方法 

ク 工事の着手及び完了の時期 

ケ 原状回復の方法 

コ その他市長が指示する事項 

(2) 公園施設を管理しようとするときは、次に掲げる事項 

ア 管理の目的 

イ 管理の期間 

ウ 管理する公園施設 

エ 管理の方法 

オ その他市長が指示する事項 

(3) 許可を受けた事項を変更しようとするときは、当該事項 

２ 法第６条第２項の条例で定める事項は、次に掲げるものとする。 

(1) 占用の目的 

(2) 占用の期間 

(3) 占用の場所 

(4) 種類及び数量 

(5) 占用物件の管理の方法 

(6) 工事実施の方法 

(7) 工事の着手及び完了の時期 

(8) 原状回復の方法 

(9) その他市長が指示する事項 

（法第６条第３項ただし書の条例で定める軽易な変更） 

第４条 法第６条第３項ただし書の条例で定める軽易な変更は、次に掲げるものとする。 

(1) 占用物件の模様替えで、当該占用物件の外観又は構造に著しい変更を伴わないもの 

(2) 占用物件に対する物件の添加で、当該占用者が当該占用の目的に付随して行うもの 

（設計書等） 

第５条 公園施設の設置若しくは都市公園の占用の許可を受けようとする者又はそれらの

許可を受けた事項の一部を変更しようとする者は、当該許可の申請書に設計書、仕様書及
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び図面を添付しなければならない。 

（監督処分） 

第６条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、行為の中止、原状回復又は

都市公園からの退去を命ずることができる。 

(1) この条例又はこの条例の規定に基づく規則に違反した者 

(2) 許可条件に違反した者 

(3) 偽りその他不正な手段により、許可を受けた者 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合においては、この条例の規定による許可

を受けた者に対し、前項に規定する処分をし、又は同項に規定する必要な措置を命ずるこ

とができる。 

(1) 都市公園に関する工事のため、やむを得ない必要が生じた場合 

(2) 都市公園の保全又は公衆の都市公園の利用に著しい支障が生じた場合 

(3) 都市公園の管理上の理由以外の理由に基づく公益上やむを得ない必要が生じた場合 

（届出） 

第７条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、当該行為をした者は、速やかに

その旨を市長に届け出なければならない。 

(1) 法第５条第１項又は法第６条第１項若しくは第３項の許可を受けた者が、公園施設

の設置又は都市公園の占用に関する工事を完了したとき。 

(2) 前号に掲げる者が、公園施設の設置若しくは管理又は都市公園の占用を廃止したと

き。 

(3) 第１号に掲げる者が法第１０条第１項の規定により都市公園を原状に回復したと

き。 

(4) 法第２７条第１項又は第２項の規定により同条第１項に規定する必要な措置を命ぜ

られた者が、命ぜられた工事を完了したとき。 

(5) 都市公園を構成する土地物件について所有権を移転し、又は抵当権を設定し、若し

くは移転したとき。 

(6) 前条第１項又は第２項の規定により同条第１項に規定する必要な措置を命ぜられた

者が、命ぜられた工事を完了したとき。 

（使用料） 

第８条 法第５条第１項又は法第６条第１項若しくは第３項の許可を受けた者は、別表第

２に掲げる額の使用料を納付しなければならない。 

（使用料の徴収） 

第９条 前条の規定による使用料は、許可の際に徴収する。ただし、使用期間が２会計年
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度以上にわたるものについては、初年度分は使用許可の際、次年度以降の分についてはそ

の年度の始めに徴収する。 

（使用料の免除） 

第１０条 市長は、公益上その他必要があると認めるときは、使用料を免除することがで

きる。 

（使用料の不還付） 

第１１条 既納の使用料は、還付しない。ただし、市長が特に必要と認めたときは、その

全部又は一部を還付することができる。 

（指定管理者による管理） 

第１２条 市長は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定

に基づき、法人その他の団体であって、市長が指定するもの（以下「指定管理者」とい

う。）に都市公園の管理を行わせることができる。 

（指定管理者が行う業務） 

第１３条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(1) 都市公園の利用の受付及び案内に関する業務 

(2) 都市公園の利用の承認又は承認の取消し若しくは変更に関する業務 

(3) 都市公園の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）の設定及び徴収に関する

業務 

(4) 利用料金の減額又は免除に関する業務 

(5) 利用料金の還付に関する業務 

(6) 供用日又は供用時間の変更に関する業務 

(7) 都市公園の維持管理に関する業務 

(8) 各種事業の企画及び運営に関する業務 

(9) その他都市公園の管理上、市長が必要と認める業務 

（行為の制限） 

第１４条 都市公園において、次に掲げる行為をしようとする者は、指定管理者の許可を

受けなければならない。 

(1) 募金その他これに類する行為をすること。 

(2) 業として写真又は映画を撮影すること。 

(3) 興行を行うこと。 

(4) 競技会、展示会、集会その他これらに類する催しのために都市公園の全部又は一部

を独占して利用すること。 

(5) 火気を使う行為をすること。 
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２ 前項の許可を受けようとする者は、行為の目的、行為の期間、行為を行う場所又は公

園施設、行為の内容その他指定管理者の指示する事項を記載した申請書を指定管理者に提

出しなければならない。 

３ 第１項の許可を受けた者は、許可を受けた事項を変更しようとするときは、当該事項

を記載した申請書を指定管理者に提出してその許可を受けなければならない。 

４ 指定管理者は、第１項各号に掲げる行為が公衆の都市公園の利用に支障を及ぼさない

と認める場合に限り、第１項又は第３項の許可を与えることができる。 

５ 指定管理者は、第１項又は第３項の許可に都市公園の管理上必要な範囲内で条件を付

すことができる。 

（許可の特例） 

第１５条 法第６条第１項又は第３項の許可を受けた者は、当該許可に係る事項について

は、前条第１項又は第３項の許可を受けることを要しない。 

（行為の禁止） 

第１６条 都市公園においては、次に掲げる行為をしてはならない。ただし、法第５条第

１項、法第６条第１項若しくは第３項又は第１４条第１項若しくは第３項の許可に係るも

のについては、この限りでない。 

(1) 都市公園の施設を損傷し、又は汚損すること。 

(2) 植物を採取し、又は損傷すること。 

(3) 土地の形状を変更すること。 

(4) 鳥獣、魚類を捕獲し、又は殺傷すること。 

(5) はり紙若しくは広告札を掲げ、又は宣伝すること。 

(6) 立入禁止区域に立ち入ること。 

(7) 指定された場所以外の場所へ車両を乗り入れ、又は止めておくこと。 

(8) ごみその他の汚物を捨てること。 

(9) その他都市公園管理に支障がある行為をすること。 

（利用の禁止又は制限） 

第１７条 指定管理者は、都市公園の損壊その他の理由によりその利用が危険であると認

められる場合又は都市公園に関する工事のためやむを得ないと認められる場合において

は、都市公園を保全し、又はその利用者の危険を防止するため、区域を定めて、都市公園

の利用を禁止し、又は制限することができる。 

（有料公園及び有料公園施設） 

第１８条 有料公園（有料で利用させる都市公園又は都市公園の一区域をいう。以下同

じ。）及び有料公園施設（市が管理する公園施設で有料で利用させるものをいう。以下同
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じ。）は、別表第３のとおりとする。 

２ 有料公園並びに有料公園施設の供用日及び供用時間は、別表第４のとおりとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、指定管理者は、特に必要があると認めるときは、あらかじ

め市長の承認を得て、供用日若しくは供用時間を変更し、又は臨時に開園し、若しくは臨

時に休園することができる。 

（利用の承認等） 

第１９条 有料公園又は有料公園施設を利用しようとする者は、あらかじめ指定管理者の

承認を受けなければならない。承認を受けた事項を変更しようとするときも、同様とす

る。 

２ 指定管理者は、その利用が次の各号のいずれかに該当するときは、前項の承認を与え

ないことができる。 

(1) 公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害するおそれがあると認められるとき。 

(2) 集団的又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利益になると認めら

れるとき。 

(3) 管理運営上支障があると認められるとき。 

(4) その他利用が不適当と認められるとき。 

３ 指定管理者は、第１項の承認をする場合において、有料公園及び有料公園施設の管理

運営上必要と認めるときは、条件を付すことができる。 

（利用の承認の取消し等） 

第２０条 指定管理者は、前条の規定により利用の承認を受けた者（以下「利用者」とい

う。）が、次の各号のいずれかに該当するときは、有料公園又は有料公園施設の利用の承

認を取消し、若しくは変更し、又は利用を停止することができる。 

(1) 虚偽又は不正な手段により利用の承認を受けたとき。 

(2) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(3) 利用者が前条第２項各号のいずれかに該当したとき。 

(4) 利用者が承認に付した条件又は指定管理者の指示に従わないとき。 

２ 前項の規定による利用の承認の取消し、変更又は停止により生じた損害については、

指定管理者はその責めを負わない。 

（利用料金） 

第２１条 第１４条第１項又は第３項の許可を受けた者及び有料公園又は有料公園施設を

利用しようとする者は、利用料金を指定管理者に納付しなければならない。 

２ 前項の利用料金は、指定管理者が別表第５及び別表第６に定める金額の範囲内におい

て、あらかじめ市長の承認を得て定める。 
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３ 指定管理者は、前項の規定により利用料金を定めたときは、直ちにこれを公表すると

ともに、利用者に周知しなければならない。 

４ 利用料金は、指定管理者の収入とする。 

（利用料金の減免） 

第２２条 指定管理者は、市長の定める基準に従い、その利用料金を減額し、又は免除す

ることができる。 

（利用料金の不還付） 

第２３条 既納の利用料金は、還付しない。ただし、指定管理者は、市長の定める基準に

従い、その全部又は一部を還付することができる。 

（利用権譲渡等の禁止） 

第２４条 利用者は、その許可によって生ずる権利を他人に譲渡し、又は転貸することが

できない。 

（損害賠償の義務） 

第２５条 都市公園を利用する者は、故意又は過失により都市公園の施設、設備等を損傷

し、又は滅失したときは、その損害を賠償しなければならない。ただし、市長が特別の事

情があると認めるときは、この限りでない。 

（市長による管理） 

第２６条 第１２条の規定による指定管理者の指定を行わないとき、又は御殿場市公の施

設の指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年御殿場市条例第１４号）第１４条

の規定により指定管理者の指定を取り消したときは、市長が都市公園の管理を行うものと

する。 

２ 前項の場合において、第１４条及び第１７条中「指定管理者」とあるのは「市長」

と、第１８条第３項中「指定管理者は、特に必要があると認めるときは、あらかじめ市長

の承認を得て」とあるのは「市長は、特に必要があると認めるときは」と、第１９条及び

第２０条中「指定管理者」とあるのは「市長」と、第２１条の見出し中「利用料金」とあ

るのは「使用料」と、同条第１項中「利用料金を指定管理者」とあるのは「使用料を市

長」と、同条第２項中「利用料金は、指定管理者が別表第５及び別表第６に定める金額の

範囲内において、あらかじめ市長の承認を得て定める」とあるのは「使用料は、別表第５

及び別表第６に定める額とする」と、第２２条の見出し中「利用料金」とあるのは「使用

料」と、同条中「指定管理者は、市長の定める基準に従い、その利用料金」とあるのは

「市長は、別に定める基準に従い、その使用料」と、第２３条の見出し中「利用料金」と

あるのは「使用料」と、同条中「指定管理者は、市長の定める」とあるのは「市長は、別

に定める」と読み替えるものとする。 
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（委任） 

第２７条 この条例の施行に関し、必要な事項は、規則で定める。 

（罰則） 

第２８条 次のいずれかに該当する者に対しては、１万円以下の過料に処する。 

(1) 第６条の規定による市長の命令に違反した者 

(2) 第１４条第１項又は第３項の規定に違反して同条第１項各号に掲げる行為をした者 

(3) 第１６条の規定に違反して同条各号に掲げる行為をした者 

２ 偽りその他不正な手段により、使用料の徴収を免れた者に対しては、その徴収を免れ

た金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金額が５万円を超えないときは、５万

円とする。）以下の過料に処する。 

（一部改正〔平成２６年条例１４号〕） 

（両罰規定） 

第２９条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法

人又は人の業務に関し、前条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又

は人に対して前条の過料に処する。 

（一部改正〔平成２６年条例１４号〕） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

（御殿場市ポケットパーク条例の廃止） 

２ 御殿場市ポケットパーク条例（平成１５年御殿場市条例第６号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この条例の施行の際現に改正前の御殿場市都市公園条例（以下「旧条例」という。）

の規定により受けている行為の許可、利用の許可その他の処分については、改正後の御殿

場市都市公園条例（以下「新条例」という。）の規定により受けている行為の許可、利用

の許可その他の処分とみなし、この場合における旧条例第１４条に規定する使用料につい

ては、新条例第８条に規定する使用料及び第２１条に規定する利用料金を適用する。 

４ この条例の施行の際現に旧条例の規定により平成１８年４月１日以後の有料公園又は

有料公園施設の利用に係る使用料の減免の許可を受けた者は、新条例の規定により利用に

係る利用料金の減免の許可を受けた者とみなし、この場合における旧条例第１６条の規定

による使用料の減免の措置については、新条例第２２条の規定による利用料金の減免の措

置を適用する。 

附 則（平成１８年３月３１日条例第２８号） 
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この条例は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１９年３月９日条例第１２号） 

この条例は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成２２年１２月１７日条例第４７号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２３年１２月７日条例第４０号） 

この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月５日条例第８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２４年１２月１７日条例第３０号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２５年３月３１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３９条の規定により、開発行為又は開発

行為に関する工事により設置される公園を都市公園として市の管理に属するものとする場

合におけるこの条例の適用については、この条例の施行日以後に同法第３２条第２項の規

定による協議を開始したものから適用し、施行日の前日までに同項の規定による協議を開

始したものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成２５年２月２１日条例第１号） 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年２月２１日条例第２号） 

この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月６日条例第１４号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の御殿場市都市公園条例別表第５及び別表第６の規定は、この

条例の施行の日以後の利用に係る利用料金について適用し、同日前の利用に係る利用料金

については、なお従前の例による。 

附 則（平成２７年２月２３日条例第１号） 

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月１０日条例第１４号） 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 
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附 則（平成２９年２月２０日条例第１号） 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年３月１日条例第１号） 

この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

別表第１（第２条関係） 

（全部改正〔平成２４年条例３０号〕、一部改正〔平成２５年条例１号・２６年２号・２

７年１号・２９年１号・３０年１号〕） 

種別 名称 位置 

総合公園 秩父宮記念
ちちぶのみやきねん

公園 御殿場市東田中1507番地の7 

地区公園 中央
ちゅうおう

公園 御殿場市萩原754番地の5 

桜
さくら

公園 御殿場市中畑2096番地の45 

近隣公園 湯沢平
ゆざわだいら

公園 御殿場市川島田1400番地の1 

駒門
こまかど

公園 御殿場市駒門一丁目99番地 

富士岡
ふ じ お か

公園 御殿場市大坂10番地の2 

神場南
じんばみなみ

公園 御殿場市神場一丁目54番地 

友愛
ゆうあい

パーク・朝日
あ さ ひ

 御殿場市川島田245番地の1 

神山
こうやま

自然公園 御殿場市神山1114番地の1 

街区公園 新橋
にいはし

公園 御殿場市新橋2038番地の11 

馬車道
ば し ゃ み ち

公園 御殿場市二枚橋38番地の1 

二
に

の岡
おか

公園 御殿場市二の岡一丁目3番1号 

東田中富士見
ひ が し た な か ふ じ み

公園 御殿場市東田中一丁目19番23号 

鮎沢
あゆざわ

公園 御殿場市東田中二丁目17番9号 

二枚橋
に ま い ば し

公園 御殿場市二枚橋287番地の16 

永原
ながはら

公園 御殿場市萩原1441番地の5 

神山平
こうやまだいら

ふれあい公園 御殿場市神山平一丁目27番地 

神山平優遊
こうやまだいらゆうゆう

公園 御殿場市神山平二丁目53番地 

アウトレットパーク 御殿場市深沢1312番地の1 

富士見原
ふ じ み は ら

うさぎ島
じま

公園 御殿場市富士見原一丁目32番地 

富士見原中央
ふ じ み は ら ち ゅ う お う

公園 御殿場市富士見原三丁目16番地 

富士見原
ふ じ み は ら

つつじ公園 御殿場市富士見原二丁目24番地 

富士見原
ふ じ み は ら

あじさい公園 御殿場市富士見原三丁目4番地 

北畑馬見塚
きたばたうまみづか

公園 御殿場市川島田1866番地の12 
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新橋
にいはし

せせらぎ公園 御殿場市新橋2081番地の6 

南
みなみ

ふれあい自然
し ぜ ん

公園 御殿場市新橋981番地の4 

神山平富士見
こ う や ま だ い ら ふ じ み

が丘
おか

公園 御殿場市神山平三丁目36番地 

神山平見晴
こうやまだいらみは

らし公園 御殿場市神山平三丁目21番地 

富士御殿場工業団地第
ふ じ ご て ん ば こ う ぎ ょ う だ ん ち だ い

1公園 御殿場市神場2314番地の4 

富士御殿場工業団地第
ふ じ ご て ん ば こ う ぎ ょ う だ ん ち だ い

2公園 御殿場市神場2338番地の2 

グミの実
み

公園 御殿場市茱萸沢1369番地の1 

二子
ふ た ご

公園 御殿場市二子237番地の4 

平石
ひらいし

公園 御殿場市神山1913番地の198 

宮前
みやまえ

公園 御殿場市大坂251番地の10 

日垣田
ひ が き だ

公園 御殿場市萩原1146番地の4 

第
だい

1グリーンタウン公園 御殿場市新橋964番地の30 

吉田
よ し だ

公園 御殿場市竈1351番地の19 

まむし沢
ざわ

公園 御殿場市竈498番地の13 

永原追分
ながはらおいわけ

公園 御殿場市萩原1362番地の25 

第
だい

2グリーンタウン公園 御殿場市新橋883番地の22 

大子山
お お ご や ま

公園 御殿場市中畑1622番地の20 

永原南
ながはらみなみ

タウン公園 御殿場市萩原1215番地の20 

第
だい

3グリーンタウン公園 御殿場市東田中1615番地の62 

便船塚
びんせんづか

公園 御殿場市東田中1033番地の16 

グリーンタウンかまど公園 御殿場市竈1409番地の55 

永塚
ながつか

グリーンタウン公園 御殿場市印野2240番地の7 

両賃田
りょうちんだ

公園 御殿場市北久原477番地の7 

中央
ちゅうおう

グリーンタウン公園 御殿場市萩原779番地の19 

大石
おおいし

公園 御殿場市竈846番地の16 

反田
そ り だ

公園 御殿場市西田中125番地の4 

夏刈
なつがり

公園 御殿場市保土沢1157番地の838 

下村
しもむら

公園 御殿場市保土沢607番地の26 

宮ヶ崎
み や が さ き

公園 御殿場市東田中1888番地の44 

阿原
あ は ら

公園 御殿場市川島田766番地の8 

南原
みなみはら

公園 御殿場市川島田236番地の40 

畑ヶ田
は た け だ

公園 御殿場市中山552番地の10 
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サンタウン公園 御殿場市北久原488番地の28 

ねむの木平
きだいら

公園 御殿場市沼田311番地の19 

前
まえ

の田
た

公園 御殿場市西田中146番地の9 

富士見原杉
ふ じ み は ら す ぎ

の子
こ

公園 御殿場市富士見原一丁目11番地 

富士見原
ふ じ み は ら

ひばり公園 御殿場市富士見原一丁目24番地 

富士見原
ふ じ み は ら

ふれあい公園 御殿場市富士見原二丁目54番地 

富士見原
ふ じ み は ら

みどり公園 御殿場市富士見原二丁目47番地 

山沢
やまさわ

公園 御殿場市深沢1718番地の25 

駅前通
えきまえどお

り線
せん

公園 御殿場市新橋1978番地の1 

便船塚第
びんせんづかだい

2公園 御殿場市新橋797番地の30 

杉名沢道
す ぎ な ざ わ み ち

公園 御殿場市竈554番地の27 

中休場東
なかやすばひがし

公園 御殿場市東山922番地の15 

永原追分第
ながはらおいわけだい

2公園 御殿場市萩原1203番地の14 

中休場下
な か や す ば し も

公園 御殿場市東山831番地の8 

萩原西
はぎわらにし

公園 御殿場市萩原741番地の8 

神山
こうやま

ラビットランド公園 御殿場市神山1925番地の1847 

神山
こうやま

フェザント公園 御殿場市神山1925番地の1841 

栢ノ木北
か や の き き た

公園 御殿場市西田中470番地の18 

北畑西
きたばたにし

公園 御殿場市川島田1698番地の984 

蕪木沢
か ぶ き ざ わ

ふれあい公園 御殿場市中畑562番地の5 

竈
かまど

クノ木原
き は ら

公園 御殿場市竈514番地の6 

蕪木沢西
か ぶ き ざ わ に し

公園 御殿場市中畑652番地の59 

栢
かや

ノ木
き

公園 御殿場市西田中572番地の17 

杉名沢
す ぎ な ざ わ

ふれあい公園 御殿場市竈1898番地の2 

北久原内久根
ほ っ く ば ら う ち ぐ ね

公園 御殿場市北久原15番地の26 

みくりや公園 御殿場市北久原28番地の40 

陽
ひ

だまりの郷
さと

公園 御殿場市北久原44番地の19 

横町
よこまち

公園 御殿場市二枚橋553番地の19 

カリヤヅカ公園 御殿場市萩原53番地の16 

サニーヒルズ南
みなみ

公園 御殿場市竈538番地の24 

ポケット公園 御殿場市新橋1174番地の31 

ルミナスガーデン 御殿場市杉名沢379番地の3 
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リベスタ公園 御殿場市北久原556番地の19 

別表第２（第８条関係） 

種目 単位 使用料 

公園施設の設置及び管理の許可による使用料 1m21日につき 24円 

公園

を占

用す

る場

合 

電柱その他これに類するもの 1本1年につき 1,200円 

水道管 

下水道管 

ガス管 

電気地下ケーブル等 

外径が0.1m未満のも

の 

長さ1mにつき1年 57円 

外径が0.1m以上0.15m

未満のもの 

長さ1mにつき1年 85円 

外径が0.15m以上0.2m

未満のもの 

長さ1mにつき1年 110円 

外径が0.2m以上0.4m

未満のもの 

長さ1mにつき1年 230円 

外径が0.4m以上1m未

満のもの 

長さ1mにつき1年 570円 

外径が1m以上のもの 長さ1mにつき1年 1,100円 

競技会、展示会、集会その他これらに類する

催しのための仮設工作物 

1m21日につき 24円 

備考 

１ 面積が１平方メートル未満であるとき、又は１平方メートル未満の端数があるとき

は、１平方メートルとして計算するものとする。 

２ 物件の長さが１メートル未満であるとき、又は１メートル未満の端数があるときは、

１メートルとして計算するものとする。 

３ 使用料の額が年額で定められている占用物件に係る占用の期間が、１年未満であると

き、又はその期間に端数があるときは月割りをもって計算し、なお、１月未満の端数があ

るときは１月として計算するものとする。 

別表第３（第１８条関係） 

（一部改正〔平成２８年条例１４号〕） 

１ 有料公園 

都市公園名 

秩父宮記念公園 

２ 有料公園施設 

都市公園名 有料公園施設名 
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秩父宮記念公園 駐車場 多目的施設 体験学習室 会議室 

湯沢平公園 テニスコート 

富士岡公園 テニスコート 

別表第４（第１８条関係） 

（一部改正〔平成２２年条例４７号・２８年１４号〕） 

１ 有料公園 

都市公園名 供用日 供用時間 

秩父宮記念公園 1月2日から12月28日まで（第3

月曜日（その日が国民の祝日に

関する法律（昭和23年法律第

178号）に規定する休日の場合

は、その翌日）を除く。） 

1月2日から5月31

日まで及び9月1日

から12月28日まで 

午前9時から午後

4時30分まで 

6月1日から8月31

日まで 

午前9時から午後

5時30分まで 

２ 有料公園施設 

都市公園名 有料公園施

設名 

供用日 供用時間 

秩父宮記念公園 駐車場 1月2日から12月28日

まで（第3月曜日

（その日が国民の祝

日に関する法律に規

定する休日の場合

は、その翌日）を除

く。） 

1月2日から5月31

日まで及び9月1日

から12月28日まで 

午前8時45分から

午後5時まで 

6月1日から8月31

日まで 

午前8時45分から

午後6時まで 

多目的室 午前9時から午後4時30分まで 

体験学習室 

会議室 

湯沢平公園 テニスコー

ト 

1月5日から12月26日

まで（月曜日（その

日が国民の祝日に関

する法律に規定する

休日の場合は、その

翌日）を除く。） 

1月5日から3月31

日まで及び11月1

日から12月26日ま

で 

午前9時から午後5

時まで 

4月1日から10月31

日まで 

午前6時から午後6

時まで 

富士岡公園 テニスコー

ト 

1月5日から12月26日

まで（月曜日（その

日が国民の祝日に関

する法律に規定する

1月5日から3月31

日まで及び11月1

日から12月26日ま

で 

午前9時から午後5

時まで 
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休日の場合は、その

翌日）を除く。） 

4月1日から10月31

日まで 

午前6時から午後6

時まで 

別表第５（第２１条関係） 

（一部改正〔平成２６年条例１４号〕） 

種目 単位 金額 

競技会、展示会、集会その他

これらに類する行為 

面積によるもの 1m21日につき 24円 

面積により難いも

の 

1回1日以内 2,460円 

備考 面積が１平方メートル未満であるとき、又は１平方メートル未満の端数があるとき

は、１平方メートルとして計算するものとする。 

別表第６（第２１条関係） 

（一部改正〔平成２２年条例４７号・２６年１４号・２８年１４号〕） 

１ 有料公園 

都市公園名 区分 単位 金額 

個人 20人以上の団体 

秩父宮記念公園 一般 1人1回 300円 250円 

小・中学生 1人1回 150円 100円 

定期入園券

（一般） 

1人1年間 1,540円   

定期入園券

（小・中学

生） 

1人1年間 770円   

備考 

１ 「一般」とは、１５歳以上の者（中学校の生徒である者及びこれに準ずる者を除

く。）をいう。 

２ 「定期入園券」とは、発行日から起算して１年間、本人に限り、秩父宮記念公園に入

園することができる入園券をいう。 

２ 有料公園施設 

都市公園名 有料公園施設名 区分 単位 金額 

秩父宮記念公園 駐車場 バス・マイクロ

バス 

1台 1回 2,050円 

上記以外の自動

車（二輪車を除

1台 1回 200円 
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く。） 

多目的室 午前 9時から12時まで 920円 

午後 1時から4時30分まで 1,020円 

全日 午前9時から午後4時

30分まで 

1,540円 

上記区分以外 1時間ごと 300円 

体験学習室 午前 9時から12時まで 920円 

午後 1時から4時30分まで 1,020円 

全日 午前9時から午後4時

30分まで 

1,540円 

上記区分以外 1時間ごと 300円 

会議室 午前 9時から12時まで 610円 

午後 1時から4時30分まで 710円 

全日 午前9時から午後4時

30分まで 

1,020円 

上記区分以外 1時間ごと 200円 

湯沢平公園 テニスコート 一般 1面 1時間 510円 

中学生以下 1面 1時間 250円 

富士岡公園 テニスコート 一般 1面 1時間 510円 

中学生以下 1面 1時間 250円 

備考 

１ 「一般」とは、１５歳以上の者（中学校の生徒である者及びこれに準ずる者を除

く。）をいう。 

２ 湯沢平公園及び富士岡公園のテニスコートについては、あらかじめ使用日時を調整

し、指定して使用する場合に適用する。 
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○御殿場市都市公園条例施行規則 

平成１７年１０月５日 

規則第１９号 

改正 平成１９年６月１１日規則第１９号 

平成２２年１２月１７日規則第２９号 

平成２４年１２月１７日規則第３３号 

平成２６年１月２８日規則第７号 

平成２８年３月１０日規則第３号 

御殿場市都市公園条例施行規則（平成１４年御殿場市規則第２９号）の全部を改正す

る。 

（趣旨） 

第１条 この規則は、御殿場市都市公園条例（平成１７年御殿場市条例第２９号。以下

「条例」という。）の施行に関し、必要な事項を定める。 

（市民一人当たりの都市公園の敷地面積の標準） 

第１条の２ 条例第２条の２第１項第１号の市民一人当たりの敷地面積の標準は、１０平

方メートル以上とし、市街化区域内の都市公園の当該市街化区域内の市民一人当たりの

敷地面積の標準は、５平方メートル以上とする。 

（追加〔平成２４年規則３３号〕） 

（都市公園の配置及び規模に関する基準） 

第１条の３ 条例第２条の２第１項第２号の配置及び規模の基準は、次の各号に定めると

ころによる。 

(1) 総合公園は、市内に居住する者が容易に利用することができるように配置し、そ

の利用目的に応じて都市公園としての機能を十分発揮することができる敷地面積とす

る。 

(2) 地区公園は、徒歩圏域内に居住する者が容易に利用することができるように配置

し、その敷地面積は、４ヘクタールを標準とする。 

(3) 近隣公園は、近隣に居住する者が容易に利用できるように配置し、その敷地面積

は、２ヘクタールを標準とする。 

(4) 街区公園は、街区内に居住する者が容易に利用できるように配置し、その敷地面

積は、設置目的に応じてその機能を十分発揮することができる敷地面積とする。 

（追加〔平成２４年規則３３号〕） 

（許容建築面積の特例） 
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第１条の４ 都市公園法施行令（昭和３１年政令第２９０号。以下「政令」という。）第

６条第１項第１号に掲げる場合に関する条例第２条の３第２項ただし書の規則で定める

範囲は、同号に規定する建築物に限り、市の設置する都市公園の敷地面積の１００分の

１０を限度として、同項本文の規定により認められる建築面積を超えることができるこ

ととする。 

２ 政令第６条第１項第２号に掲げる場合に関する条例第２条の３第２項ただし書の規則

で定める範囲は、同号に規定する建築物に限り、市の設置する都市公園の敷地面積の１

００分の２０を限度として、同項本文の規定により認められる建築面積を超えることが

できることとする。 

３ 政令第６条第１項第３号に掲げる場合に関する条例第２条の３第２項ただし書の規則

で定める範囲は、同号に規定する建築物に限り、市の設置する都市公園の敷地面積の１

００分の１０を限度として、同項本文又は前２項の規定により認められる建築面積を超

えることができることとする。 

４ 政令第６条第１項第４号に掲げる場合に関する条例第２条の３第２項ただし書の規則

で定める範囲は、同号に規定する建築物に限り、市の設置する都市公園の敷地面積の１

００分の２を限度として、同項本文又は前３項の規定により認められる建築面積を超え

ることができることとする。 

（追加〔平成２４年規則３３号〕） 

（公園施設設置等に係る許可書の交付） 

第２条 市長は、都市公園法（昭和３１年法律第７９号。以下「法」という。）第５条第

１項の規定により申請した者に、公園施設の設置、管理又は許可事項の変更を許可した

ときは、許可書を交付するものとする。 

２ 市長は、法第６条第２項又は第３項の規定により申請した者に、都市公園の占用又は

許可事項の変更を許可したときは、許可書を交付するものとする。 

（使用料の免除） 

第３条 条例第１０条の規定による使用料の免除は、公用又は公益上の目的で使用すると

きその他市長が必要と認めるときとする。 

２ 前項の規定による使用料の免除を受けようとする者は、公園使用料免除申請書（様式

第１号）を市長に提出しなければならない。ただし、市長が特に認めた場合は、当該申

請書の提出を省略することができる。 

３ 市長は、前項の申請を適当と認めたときは、公園使用料免除決定通知書（様式第２

号）を交付するものとする。 

（使用料の還付） 
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第４条 条例第１１条ただし書の規定による使用料の還付は、次に掲げるところによる。 

(1) 使用者が自己の責めによらない理由によって使用できなくなったとき 全額還付 

(2) 使用者が使用日前１０日までに使用の許可の取消しを願い出た場合で、市長が相

当の理由があると認めたとき ２分の１還付 

(3) 前２号のほか、市長が特別の理由があると認めたとき ４分の１還付 

２ 前項の還付を受けようとする者は、還付の理由が生じた日から起算して１４日以内に

公園使用料還付申請書（様式第３号）に、使用料を納付したことを証する書面を添え

て、市長に提出しなければならない。 

（行為に係る許可書の交付） 

第５条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、

法人その他の団体であって、市長が指定するもの（以下「指定管理者」という。）は、

条例第１４条第２項又は第３項の規定により申請した者に、都市公園内の行為又は許可

事項の変更を許可したときは、許可書を交付するものとする。 

２ 指定管理者は、条例第１９条第１項の規定により申請した者に、公園施設の利用を承

認したときは、許可書を交付するものとする。 

（有料公園の利用料金の納付） 

第６条 有料公園に係る利用料金の納付は、入園券（様式第４号）又は定期入園券（様式

第５号）の購入をもって替えるものとする。 

（一部改正〔平成２２年規則２９号・２８年３号〕） 

（有料公園施設の利用の申請） 

第７条 有料公園施設（駐車場を除く。）を利用しようとする者は、テニスコート利用許

可申請書（様式第６号）又は有料公園施設利用許可申請書（様式第７号）を指定管理者

に提出しなければならない。 

（一部改正〔平成２８年規則３号〕） 

（有料公園及び有料公園施設の利用の許可） 

第８条 指定管理者は、前条の申請を適当と認めたときは、テニスコート利用許可書（様

式第８号）又は有料公園施設利用許可書（様式第９号）を交付するものとする。 

２ 有料公園及び駐車場においては、入園券（様式第４号）、定期入園券（様式第５号）

又は駐車券（様式第１０号）の交付をもって許可に替えるものとする。 

（一部改正〔平成２２年規則２９号・２８年３号〕） 

（利用料金の減免） 

第９条 条例第２２条の市長の定める基準は、次に定めるところによる。 

(1) 公用又は公益上の目的で使用するとき 免除 
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(2) 市内の保育所、認定こども園、幼稚園、小・中・高等学校又は特別支援学校（以

下「学校等」という。）が主催で使用するとき 免除 

(3) 市内の公共的団体が公園事業に寄与する目的で使用するとき 免除 

(4) 学校等に在園又は在学している園児、児童又は生徒（指導者を含む。）が保育、

教育又は訓練を目的として使用するとき 免除 

(5) その他市長が必要と認めるとき 免除又は２分の１を減額 

２ 前項の利用料金の減額又は免除を受けようとする者は、公園利用料金減免申請書（様

式第１１号）を指定管理者に提出しなければならない。 

３ 指定管理者は、前項の申請を適当と認めたときは、公園利用料金減免決定通知書（様

式第１２号）を交付するものとする。 

（一部改正〔平成１９年規則１９号・２６年７号〕） 

（利用料金の還付） 

第１０条 条例第２３条の市長の定める基準は、第４条の規定を準用する。 

２ 前項の還付を受けようとする者は、還付の理由が生じた日から起算して１４日以内に

公園利用料金還付申請書（様式第１３号）に、利用料金を納付したことを証する書面を

添えて、指定管理者に提出しなければならない。 

（申請書等の様式） 

第１１条 次に掲げる申請書等の様式は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 法第５条第１項の規定による公園施設の設置許可に係る申請書 公園施設設置許

可申請書（様式第１４号） 

(2) 法第５条第１項の規定による公園施設の管理許可に係る申請書 公園施設管理許

可申請書（様式第１５号） 

(3) 法第５条第１項の規定による公園施設の設置又は管理の許可事項の変更に係る申

請書 公園施設設置（管理）許可事項変更許可申請書（様式第１６号） 

(4) 法第６条第１項の規定による都市公園の占用許可に係る申請書 公園占用許可申

請書（様式第１７号） 

(5) 法第６条第３項の規定による都市公園占用の許可事項の変更に係る申請書 公園

占用許可事項変更許可申請書（様式第１８号） 

(6) 条例第７条第１号、第４号又は第６号の規定による工事の完了に係る届 工事着

手（完了）届（様式第１９号） 

(7) 条例第７条第２号の規定による公園施設の設置若しくは管理又は都市公園の占用

の廃止に係る届 公園／使用等廃止／原状回復／届（様式第２０号） 

(8) 条例第７条第３号の規定による都市公園の原状回復に係る届 公園／使用等廃止
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／原状回復／届（様式第２０号） 

(9) 条例第７条第５号の規定による所有権の移転又は抵当権の設定若しくは抵当権の

移転に係る届 ／土地／物件／権利変更届（様式第２１号） 

(10) 条例第１４条第２項の規定による都市公園における行為の許可に係る申請書 公

園内行為許可申請書（様式第２２号） 

(11) 条例第１４条第３項の規定による都市公園における行為の許可事項の変更に係る

申請書 公園内許可行為変更許可申請書（様式第２３号） 

(12) 第２条第１項の規定による公園施設の設置に係る許可書 公園施設設置許可書

（様式第２４号） 

(13) 第２条第１項の規定による公園施設の管理に係る許可書 公園施設管理許可書

（様式第２５号） 

(14) 第２条第１項の規定による公園施設の設置又は管理の許可事項の変更に係る許可

書 公園施設設置（管理）許可事項変更許可書（様式第２６号） 

(15) 第２条第２項の規定による都市公園の占用に係る許可書 公園占用許可書（様式

第２７号） 

(16) 第２条第２項の規定による都市公園占用の許可事項の変更に係る許可書 公園占

用許可事項変更許可書（様式第２８号） 

(17) 第５条第１項の規定による都市公園内の行為に係る許可書 公園内行為許可書

（様式第２９号） 

(18) 第５条第１項の規定による都市公園内行為の許可事項の変更に係る許可書 公園

内許可行為変更許可書（様式第３０号） 

（市長による管理） 

第１２条 条例第２６条の規定により、市長が都市公園の管理を行う場合は、第５条中

「地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、法人

その他の団体であって、市長が指定するもの（以下「指定管理者」という。）」とある

のは「市長」と、第６条（見出しを含む。）中「利用料金」とあるのは「使用料」と、

第７条及び第８条第１項中「指定管理者」とあるのは「市長」と、第９条の見出し中

「利用料金」とあるのは「使用料」と、同条第２項及び第３項中「利用料金」とあるの

は「使用料」と、「指定管理者」とあるのは「市長」と、第１０条の見出し中「利用料

金」とあるのは「使用料」と、同条第２項中「利用料金」とあるのは「使用料」と、

「指定管理者」とあるのは「市長」と、様式第６号から様式第９号まで、様式第１１号

から様式第１３号まで、様式第２９号及び様式第３０号中「利用料金」とあるのは「使

用料」と読み替えるものとする。 
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（補則） 

第１３条 この規則に定めるもののほか、都市公園の管理に関し必要な事項は、別に定め

る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に改正前の御殿場市都市公園条例施行規則によってなされた許

可その他の処分又は申請、届出等については、それぞれこの規則の規定によりなされた

ものとみなす。 

附 則（平成１９年６月１１日規則第１９号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

３ この規則の施行の際現に第２条の規定による改正前の御殿場市都市公園条例施行規則

の規定により行われた公園の使用に係る承認の申請、承認の処分その他の行為は、改正

後の御殿場市都市公園条例施行規則の規定により行われた公園の利用に係る承認の申

請、承認の処分その他の行為とみなす。 

附 則（平成２２年１２月１７日規則第２９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２４年１２月１７日規則第３３号） 

この規則は、平成２５年３月３１日から施行する。 

附 則（平成２６年１月２８日規則第７号） 

この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月１０日規則第３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にこの規則による改正前の御殿場市都市公園条例施行規則の様

式により交付されている様式は、この規則による改正後の様式とみなす。 
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様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第３条関係） 

様式第３号（第４条関係） 

様式第４号（第６条、第８条関係） 

様式第５号（第６条、第８条関係） 

（追加〔平成２２年規則２９号〕、一部改正〔平成２８年規則３号〕） 

様式第６号（第７条関係） 

様式第７号（第７条関係） 

様式第８号（第８条関係） 

様式第９号（第８条関係） 

様式第１０号（第８条関係） 

様式第１１号（第９条関係） 

様式第１２号（第９条関係） 

様式第１３号（第１０条関係） 

様式第１４号（第１１条関係） 

様式第１５号（第１１条関係） 

様式第１６号（第１１条関係） 

様式第１７号（第１１条関係） 

様式第１８号（第１１条関係） 

様式第１９号（第１１条関係） 

様式第２０号（第１１条関係） 

様式第２１号（第１１条関係） 

様式第２２号（第１１条関係） 

様式第２３号（第１１条関係） 

様式第２４号（第１１条関係） 

様式第２５号（第１１条関係） 

様式第２６号（第１１条関係） 

様式第２７号（第１１条関係） 

様式第２８号（第１１条関係） 

様式第２９号（第１１条関係） 

様式第３０号（第１１条関係） 

 

 


